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注意事項 
本調査事業は、農林水産省からの委託で、株式会社 NTT データ経営研究所が実施したものであり、

本報告書の内容は農林水産省の見解を示すものではありません。  
 
免責事項 
この報告書に含まれるすべての情報は、調査時点で正確かつ信頼できると思われる情報源から調査・

作成されたものですが、農林水産省及び委託事業者である株式会社 NTT データ経営研究所とそのグル
ープ会社・再委託会社は、本報告書のいかなる部分に影響する誤り、不正確さ、脱落から生じるいかなる
損失又は損害に対しても、一切の責任を負うものではありません。全ての情報は無保証で提供され、農
林水産省及び委託事業者である株式会社 NTTデータ経営研究所とそのグループ会社・再委託会社は
ここに含まれる情報の正確性又は完全性について、いかなる種類の保証も行うものではありません。 

  



3 
 

目次 

～ エグゼクティブ・サマリー ～ ......................................................................................... 4 

1. 市場参入において考慮すべき事項 ............................................................................. 9 

1.1 調査対象都市の概況 ....................................................................................................... 9 

1.2 人口統計学的特性 ...................................................................................................... 11 

1.3 物流インフラの整備状況 ................................................................................................ 13 

1.4 現地企業との提携 ........................................................................................................ 14 

1.5 商慣習 .......................................................................................................................... 15 

2.0 食品カテゴリー別輸出戦略案 ................................................................................. 16 

2.1 検討の枠組み ............................................................................................................... 16 

2.2 果物の流通等について .................................................................................................. 16 

2.3 りんご .............................................................................................................................. 18 

2.4 ぶどう .............................................................................................................................. 21 

2.5 かんきつ .......................................................................................................................... 24 

2.6 柿 ................................................................................................................................... 27 

2.7 牛肉 .............................................................................................................................. 29 

2.8 米 ................................................................................................................................... 33 

2.9 緑茶 ............................................................................................................................... 36 

2.10 ソース・調味料 ............................................................................................................. 39 

3.0 市場参入のための主な提言 ................................................................................... 43 

【参考】 ........................................................................................................................... 48 

 
  



4 
 

～ エグゼクティブ・サマリー ～ 
1. 市場参入のための考慮事項 

1.1 調査対象都市の概況        

インドネシアの大都市は、ジャカルタ、スラバヤ、バンドンなどジャワ島に集中しており、活発な貿易・経済
活動が行われている。さらに、北スマトラ州のメダン市も魅力的なビジネス機会がある。 

（１）ジャカルタ 

6 つの市、44 の郡、267 の区からなる首都で、人口は 1,070万人である。2021年のジャカル
タの地域内総生産（GRDP）は 2,914.6兆ルピアで、対前年比 5.3%増となった。ジャカルタは、
外資系企業の重要なビジネスハブとしての位置付けに加え、多くの中産階級の人口と確立された小
売インフラを有することから、飲食品を発売する上で魅力的な都市と言える。 

（２）スラバヤ 

東ジャワ州の首都で、31 の郡と 154 の区からなり、人口は 290万人である。2021年のスラバ
ヤの地域内総生産（GRDP）は 590.2兆ルピアで、前年比 6.4％増となった。スラバヤは、近代
的な食料品・食品サービスチャネルが発達し、若くダイナミックな人口構成を持つ、大規模で活気のあ
る大都市である。 

（３）バンドン 

西ジャワ州の州都で、30 の郡と 151 の区からなり、人口は 250万人を超えている。2021年の
バンドンの地域内総生産（GRDP）は 297.1兆ルピアで、対前年比 4.8%増となった。バンドン
は、遺産観光により西ジャワで最も訪問者の多い都市の 1 つとなっている。  

（４）メダン 

北スマトラ州の州都で、21の郡と 151 の区からなり、人口は 250万人である。2021年のメダン
の地域内総生産（GRDP）は 254.7兆ルピアで、対前年比 5.2％増となった。メダンは、スマトラ
島における経済の中心地である。 

 

1.2  人口統計学的特性      

（１）性別 

ジャカルタは男性人口が多いが、バンドン、メダン、スラバヤなどは女性人口が多く、これらの都市で
は、食料品や生活必需品の購入を決定するのは、圧倒的に女性であることが調査の過程で判明し
た。さらに、女性労働人口が増加し、女性の所得が増えていることもあり、女性の購買意欲が高まっ
ている。   

（２）年齢層別 

プレミアム輸入食品は、通常、富裕層で健康志向の高い 30～40歳代の目の肥えたインドネシ
ア人消費者を対象としている。 
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20歳代の若年層は、ソーシャルメディアの利用を通じて、食品のトレンドや健康的な食生活につ
いて把握し購買の意思決定をする傾向がある。 

インドネシアの主要都市では、人口の 50%以上が 25歳から 64歳の年齢層であることから、日
本の輸出業者は、この年齢層をターゲットにした事業を検討すべきである。 

（３）支出額別 

インドネシア経済は、家計消費の拡大が大きな原動力となっており、家計消費支出はジャカルタが
最も高く、次いでバンドン、スラバヤ、メダンの順となっている。しかし、インフレと通貨安による購買力の
低下により、インドネシアの消費者は高級輸入フルーツや飲食料品への支出を控えめにしている。 

 

1.3  物流インフラの整備状況         

ジャカルタ、メダン、スラバヤは、輸入品の主要な入港地であり、多くの冷蔵倉庫が立地している。青
果物等の生鮮品の主な腐敗原因として、太陽の光が当たるオープンスペースでの検査、道路インフラの
不備、保冷庫や冷蔵車の不足などが挙げられているところであり、食品の鮮度を保つための冷蔵設備や
保冷車の需要も高まっている。 

 

1.4  現地企業との提携  
日本の輸出業者は、マーケティングや流通サービスにおいて、インドネシアの輸入業者と協業する必要

がある。しかし、日本の輸出業者は、インドネシアの輸入業者が適切な事業者であることを確認するた
め、輸入ライセンス、インドネシア市場をカバーする流通網、保管・物流施設へのアクセス、類似製品の
取り扱い経験などの重要な要素を考慮する必要がある。   

  
1.5  商慣習 

日本の輸出業者は、インドネシアの流通業者と密接な関係を築き、信頼関係を構築することが重要
である。忍耐力、存在感、粘り強さは、インドネシア側と取引を成立させるための重要な要素である。  

  



6 
 

2. 食品カテゴリー別輸出戦略 
2.1 果物の輸出戦略 

輸入果物は、伝統的な市場や露店、専門店、スーパーマーケットなど、様々なチャネルで販売されて
いる。今回のインドネシアにおける調査対象果物の中では、りんご、かんきつ、ぶどうの需要が高い。日本
の果物輸出業者は、これら需要の高い果物を、所得の高い顧客層である高級スーパーや専門店で販
売することにより収益を得ることが可能となる。 

 
2.2  りんご 
（１）2021年のりんごの輸入金額は、3億 7400万米ドルと大きく、2017年から 2021年の市場の

平均成長率は 4.4％とそれなりにある。米国は、過去 5年間、インドネシアの輸入市場で年平均成
長率マイナス 5.5%となっており、日本にとってりんご輸出のポテンシャルはあるものと考えられる。 

（２）流通業者や小売業者へのヒアリングによると、輸入りんごは歯ごたえがあり、甘みが強いため、地元
産りんごよりも好んで購入する。  

（３）日本産りんごの輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得で
きた場合、年間 1,122万米ドル（1 ドル 130円換算で 14.6億円）となる。 

 
2.3  ぶどう 
（１）2021年のぶどうの輸入金額は、3億 1,500万米ドルと大きく、2017年から 2021年の市場

の平均成長率は 5.8％とそれなりにある。米国とペルーからの輸入シェアは、2017年から 2021年
の間にそれぞれ年平均成長率マイナス 21.5％、マイナス 30.8％となっている。これは両国が、ぶどう
の輸出先としてカナダを優先し、インドネシアへの輸出量を減らしているからと言われている。このような
状況を考慮すると、今後、日本にとってぶどう輸出のポテンシャルはあるものと考えられる。 

（２）日本産ぶどうの輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得で
きた場合、年間 945万米ドル（1 ドル 130円換算で 12.3億円）となる。 

 
2.4 かんきつ 
（１）輸入かんきつは品質の良さなどから、2021年のかんきつの輸入金額は、1億 7,500万米ドルと

それなりに大きく、2017年から 2021年の市場の平均成長率は 35.5％と非常に高いものとなって
いる。さらに世界最大のタンジェリン輸出国の一つであるパキスタンは、特に熱波やモンスーンの大雨な
ど悪天候の影響を受け、タンジェリンや温州みかんの価格を引き上げていることから、パキスタンの輸出
業者は、輸出市場における価格競争力を懸念している。このような状況を考慮すると、今後、日本
にとってかんきつ輸出のポテンシャルはあるものと考えられる。 

（２）日本産かんきつの輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得
できた場合、年間 525万米ドル（1 ドル 130円換算で 6.8億円）となる。 

 
2.5  柿 
（１）2021年の柿の輸入金額は、56.4万米ドルと非常に小さい。柿は、インドネシアでは地元産の

柿が若干生産されているにすぎないが、2017年から 2021年の市場の平均成長率は 16.8％と
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高いものとなっている。他の果物と比較して、柿はインドネシア人にあまり知られておらず、需要も小さ
く、現地の人たちに輸入柿を消費するよう仕向けることは難しいかもしれない。 

（２）日本産柿の輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得できた
場合、年間 1.7万米ドル（1 ドル 130円換算で 220万円）となる。 

 
2.6  牛肉 
（１）2021年の牛肉の輸入金額は、９億 5千万米ドルと非常に大きく、2017年から 2021年の市

場の平均成長率は 13.5％と高いものとなっている。 
（２）オーストラリアは、インドネシア向け牛肉の最大供給国であるが、2017年から 2021年にかけてそ

のシェアは 10%ポイント低下している。このような状況を考慮すると、今後、日本にとって牛肉輸出の
ポテンシャルは大きいものと考えられる。 

（３）日本産牛肉の輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得でき
た場合、年間 2,850万米ドル（1 ドル 130円換算で 37億円）となる。 

 
2.7  米 
（１）2021年の米（精米）の輸入金額は、4163.8万米ドルと大きいが、2017年から 2021年の

輸入市場規模は年によって上下変動が大きく、一定の傾向は見受けられない。 
（２）短粒種の米を好む中国系インドネシア人、在留日本人・韓国人などへの需要に加えて、現地での

日本食への需要拡大により、今後、日本にとって米輸出拡大のポテンシャルがあるものと考えられる。 
（３）日本産米の輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアが 2倍になった場

合、年間 115.4万米ドル（1 ドル 130円換算で 1.5億円）となる。 
 
2.8  緑茶 
（１）日本産の緑茶輸入金額シェアが高い HS コード（HS 0902.10）の緑茶の輸入金額は、

2021年で 238.6万米ドル、2017年から 2021年の市場の平均成長率は 7.3％であり、もう１
つの HS コード（HS 0902.20.90）の緑茶の輸入金額は、2021年で 482.2万米ドルであっ
た。輸入緑茶の市場規模はそれほど大きくないものの、市場成長率は堅調なものとなっている。 

（２）日本産緑茶の輸出促進により、仮に日本産緑茶の輸入市場シェアが高い上記 2 つの HS コード
の品目に関して、2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアが 1.5倍になったと想定した場合、 
・HS 0902.10は、年間 96.3万米ドル（1 ドル 130円換算で 1.3億円）、 
・HS 0902.20.90は、年間 179.7万米ドル（1 ドル 130円換算で２.3億円）で、 
合計 276万米ドル（1 ドル 130円換算で 3.6億円）となる。 

 
2.9  ソース・調味料 
（１）2021年のソース・調味料の輸入金額は、輸入市場規模の大きい 2 つの HS コードの製品のう

ち、 
・HS 2103.90.13（チリソース及び フィッシュソース以外のソース）は 2,768.3万米ドル、 
・HS 2103.10（醤油）は 1,779.5万米ドルで、 
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合計 4,547.8万米ドルとなっており、HS 2103.10（醤油）における 2017年から 2021年の
市場の平均成長率は 4.0％と堅調なものとなっている。 

（２）ソース・混合調味料等は料理に不可欠なものであるので、人口の伸び等に比例して堅調な市場
規模の伸びが期待できる。 

（３）日本産ソース・混合調味料等の輸出促進により、輸入市場規模の大きい 2 つの HS コードの製
品（HS 2103.90.13、HS 2103.10）に関して、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シ
ェアを 3％ポイント獲得できた場合、 
・HS 2103.90.13は年間 232.5万米ドル（1 ド ル 130円換算で 3.0億円）、 
・HS 2103.10は年間 124.6万米ドル（1 ドル 130円換算で 1.6億円）で、 
合計年間 357.1万米ドル（1 ドル 130円換算で 4.6億円）となる。 

 
3. 市場参入のための主な提言      
（１）日本の輸出業者は、流通業者と良好な長期的関係を築くことに加え、輸入業者・流通業者をサ

ポートするため、マーケティングやプロモーション費用の拠出を検討すべきであり、多くのインドネシアの流
通業者はそのような支援を期待している。 

（２）日本の輸出業者は、本調査対象の主要都市であるジャカルタ、スラバヤ、バンドン及びメダンにお
いて、実店舗と e コマースの両方で流通機能を持つことが理想的である。 

（３）インドネシア市場では、日本製品はプレミアムと認識されており、価格で勝負している競合他社に
対する効果的なポジショニング戦略として、健康志向の強い中・高所得者層をターゲットに製品の品
質を強調することが望ましい。  

（４）インドネシアはイスラム教徒が多いため、肉類や加工食品を輸出する日本企業には、ハラール認証
の取得が推奨される。     
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1. 市場参入において考慮すべき事項 

1.1 調査対象都市の概況 

インドネシアの都市圏は、ジャワ島に集中している。ジャカルタに次いでスラバヤ（東ジャワ）、バンドン
（西ジャワ）、メダン（北スマトラ）などが、インドネシアでターゲットとなる重要な都市である。 

（１）ジャカルタ 

① インドネシアの首都ジャカルタは、総面積 664平方キロメートルで、6 つの市、44の郡、267区
で構成されており、ボゴール、デポック、ブカシ、タンゲランから多くの人が通勤している。  

② ジャカルタは、2020 年から 2021 年にかけて地域内総生産（GRDP）が 5.3％成長し、
2021年には 2,914.6兆ルピアに達した。 

③ 2021 年のジャカルタの総人口は約 1,070 万人（男性：540万人、女性：530 万人）で
あり、その人口構成は若く、急速に増加している。 

【表 1：ジャカルタの特定年齢層の人口、2021年】 

年齢層(歳) 人口(人) 
40-44 856,926 

35-39 873,639 
30-34 883,303 

25-29 859,215 

20-24 854,382 
15-19 834,848 

出典：インドネシア統計局（Badan Pusat Statistik, Indonesia） 

④ Badan Pusat Statistik（BPS：インドネシアの統計データ）によると、2021 年のジャカルタ
の 1 ヶ月あたりの平均給与は 4,315,894 ルピア（約 38,000円（1 ルピア≒0.0088円換
算））で、2020年から 2.2%の微増となった。 

⑤ 一人当たりの月平均支出は、以下の通りとなっている。 

・2020年は 2,257,991ルピア（約 19,800円（同））。 

 うち 944,687 ルピア（約 8,700円（同））（総支出に対して 41.8％）は食料支出。 

・2021年は 2,336,429ルピア（約 20,500円（同））と対前年比 3.5％微増。 

 うち 923,933 ルピア（約 8,100円（同））（総支出に対して 39.5％）は食料支出。 

⑥ ジャカルタは、国際機関や外資系企業を多く受け入れており、また国内外のレストラン、ホテル、
モール、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、専門店などのチェーン店があり、輸入農産物・
地元農産物を問わず需要がある。ジャカルタの人口は、バンドン、メダン、スラバヤと比較すると圧
倒的に多く、新商品のマーケティングターゲットとして最も重要な都市である。また、ジャカルタには、
インドネシア内外のさまざまな地域から多くの民族が集まっていることから、他国の新しい料理にも
比較的容易に適応できる。 
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（２）スラバヤ 

① スラバヤは東ジャワ州の州都で、総面積は 326.8 平方キロメートル、31 の郡と 154 の区で構
成されている。スラバヤは、2020年から 2021年にかけて地域内総生産（GRDP）が 6.4％
成長し、2021年には 590.2兆ルピアに達した。  

② 2021年のスラバヤの総人口は 290万人（男性：147.3万人、女性：149.8万人）であ
り、総人口の半分強は、20歳から 54歳の労働年齢層によって占められている。 

③ スラバヤ市民の一人当たり月平均支出は、以下の通りとなっている。 

・2020年は 1,879,146ルピア（約 16,500円（1ルピア≒0.0088円換算）） 

うち 810,744 ルピア（約 7,100円（同））（総支出に対して 43.1％）が食料支出。 

・2021年に 1,952,590ルピア（約 17,100円（同））と 3.9％増加 

    うち 810,744 ルピア（約 7,100円（同））（総支出に対して 41.5％）が食料支出。 

④ スラバヤは、インドネシア東部中心都市で、国内第 2 の都市であり、近代的な高層ビルが立ち
並び、人口密度が高く、活気に満ちた大都市である。インドネシア東部をカバーするため、多くの
企業がスラバヤに支店を構えており、また、スラバヤに総領事館を設置している外国大使館は
23 カ所ある。都市の高い開発レベル、発達した近代的な食料品店や外食産業の店舗の存在、
若くダイナミックな人口動態から、スラバヤは農産物の販売地として魅力的な都市と言える。 

（３）バンドン 

① バンドンは西ジャワ州の州都で、総面積は 167.3 平方キロメートル、30 の郡と 151 の区で構
成され、観光の中心地として有名である。バンドンは、2020年から 2021年にかけて地域内総
生産（GRDP）が 4.8％成長し、2021年には 297.1兆ルピアに達した。  

② 2021年のバンドンの総人口は 250万人（男性：123.5万人、女性：121.8万人）であ
るが、グレーター・バンドンと呼ばれる都市圏の人口は 850 万人以上である。2021 年のバンド
ンの人口の約 70％（1,729,768人）は 15歳から 64歳の労働年齢層である。  

③ バンドンの総人口の多くは中所得者層であり、2021 年の一人当たりの月間支出総額は、以
下の通りとなっている。 

    ・2020年は、1,938,841 ルピア（約 17,100円（1 ルピア≒0.0088円換算）） 

うち 825,379 ルピア（約 7,200円（同））（総支出に対して 42.6％）が食料支出。 

・2021年は、2,082,375ルピア（約 18,300円（1ルピア≒0.0088円換算）） 

うち 866,068 ルピア（約 7,600円（同））（総支出に対して 41.6％）が食料支出。 

④ バンドンは、歴史的な遺産などの観光スポットと涼しい山の気候で有名であり、特にジャカルタの
人々を魅了し、西ジャワで最も訪問される都市の一つとなっている。市内には、国内外のホテル
やレストラン、ショッピングモール、ファクトリー・アウトレット（自社生産品直販店）、ショッピングセ
ンターが多数ある。また、バンドンには美味な飲食店が多くあり、独特の料理で有名である。 
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（４）メダン 

① メダンは、北スマトラ州の州都で、総面積は 265.1平方キロメートル、21の郡と 151の区で構
成されている。メダンは、スマトラ島全体の金融、貿易、経済の中心地であり、北スマトラの経済
に最も貢献している都市である。2020 年から 2021 年にかけて地域内総生産（GRDP）が
5.2％成長し、2021年には 254.7兆ルピアに達した。  

② 2021年のメダンの総人口は 250万人（男性：122.5万人、女性：123.6万人）であり、
15歳から 64歳までの労働年齢層が人口の大半を占めている。 

③ メダンの総人口の多くは中所得者層であり、2020年の一人当たりの月平均支出は、以下の通
りとなっている。 

      ・2020年は、1,631,599 ルピア（約 14,400円（1 ルピア≒0.0088円換算）） 

うち 755,191 ルピア（約 6,600円（同））（総支出に対して 46.3％）が食料支出。 

・2021年は、1,788,156ルピア（約 15,700円（1ルピア≒0.0088円換算）） 

うち 734,086 ルピア（約 6,500円（同））（総支出に対して 41.1％）が食料支出。 

④ メダンに隣接するベラワン港は、ジャワ島以外で最も交通量の多い港であり、この港に到着した
輸入品はスマトラ島全域に流通する。マレーシアやシンガポールに近いため、これらの国々から多
くの人がビジネスや観光で定期的にメダンを訪問している。 

 

1.2 人口統計学的特性 

（１）性別 

① インドネシアのほとんどの都市（バンドン、メダン、スラバヤ）では、人口における性別に大きな
差はないものの、女性の人口が男性の人口を上回っている。ただし、ジャカルタでは、男性人口
が女性人口を若干上回っている。   

② 消費者インタビューによると、食料品の買い物は女性がほとんどを行っており、実店舗を訪れる
か、e コマース・プラットフォームを利用するかのいずれかである。伝統的に、女性は食べ物や飲
み物を買ったり、家族のために料理をしたりする責任を負っており、通常、週に一度、土曜日又
は日曜日に買い物をする。   

③ また、スーパーマーケットで健康食品を購入する傾向のある顧客層として、女性客が挙げられる。
現在、インドネシアでは女性の社会進出が進み、女性の個人消費と意思決定力が高まり、家
計全体の所得が向上している。 
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（２）年齢層別 

① 国家開発計画庁（BAPPENAS）は、年齢層により、15 歳未満は子供、15〜24 歳は若

年層、25〜64 歳は生産年齢、65 歳以上は高齢者層と分類している。最も多い年齢層は

生産年齢（労働力として働き給与を得ている年齢層）で、各都市の人口の 50％以上を占

めており、2 番目は子供（15 歳未満）、3 番目は若年層（15 歳から 24 歳）、そして最

後は高齢者層（65歳以上）である。 

② プレミアムな輸入果物・加工食品・飲料は、通常、30 歳代後半から 40 歳代の高所得者層

や健康志向、環境意識の高いインドネシア人消費者をターゲットとしている。  

③ もう一つのターゲットは、より若く、トレンドに敏感な 20 歳代のインドネシア人消費者である。若

い消費者は、伝統的な味や国内市場で一般的でない新しい味を体験しようとするため、輸入

食品の主要な購入者となっている。一般的に、インドネシアの若い消費者は同じ食品にすぐ飽

きる傾向があり、新しいものを試すためにお金を使うことを厭わない。これらの消費者はソーシャ

ルメディアの時代に生きており、しばしば携帯電話に夢中になり、Instagram や WhatsApp

などのソーシャルメディアプラットフォームでコミュニケーションをとっているのを見かける。このような

交流方法は、情報を共有したり、近況を投稿したりする文化を生み出す。これは、彼らがお薦

めの輪から常に新しい料理を発見することになり、食品消費に大きな影響を及ぼしている。 

④ 若い世代の子供たちにとって、親が何を買うかは、ある程度、この若い世代が好むものによって
決定される。最近では、不健康なファストフードの消費が増えているため、家族で消費する食
品に気を配るようになっている。このような健康志向が、果物（オレンジなど）や緑茶などの商
品の売上をさらに押し上げることに寄与している。  

（３）支出額別 

① インドネシアの経済は、家計消費の拡大が大きな原動力となっている。売上高の伸びは、通常、
個人所得の増加や、特に中間層の消費者による飲食物への支出の増加によって促進される。  

② 2021 年における一人当たりの月間食料支出額を見ると、ジャカルタは 944,687 ルピアで全
国で最も食費がかかっており、次いでバンドンは 866,068 ルピア、スラバヤとメダンはそれぞれ
810,744 ルピア、755,191 ルピアとなっている。 

【表 2：インドネシア各都市の主要なマクロ経済統計（2021年版）】 

項目 単位 ジャカルタ スラバヤ バンドン メダン 

人口 百万 10.6 2.9 2.5 2.5 
インフレ率 
(前年同期比) % 1.5 2.7 1.6 1.7 
一人当たり月間食料
支出 ルピア 944,687 

(8,300円) 
810,744 

(7,100円) 
866,068 

(7,600円) 
734,086 

(6,500円) 

出典：インドネシア中央統計庁(BPS)(2022年) 
日本円は、1 ルピア≒0.0088円で換算 
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③ ただし、2022 年において、インドネシア人の家計支出は増加を続けており、消費者は、インフ

レ圧力により交通費や食費などの生活必需品の支払いが増え、2022年 1月に 2.18％だっ

たインフレ率は、5 月に 3.55％、6 月に 4.36％に上昇したことと併せて、ルピア安の進行によ

り、2022年 7月には、ルピアは対米ドルで 15,000ルピアの大台を突破して 2年ぶりの安値

となるなど、ルピア安の進行により輸入品のコストが上昇していることに留意する必要がある。 

④ このような背景から、購買力の低下により、インドネシアの多くの消費者は高級な輸入果物や

飲食料品への支出に慎重になっている。しかし、高所得者層は、外国産の輸入果物や飲食

料品、特にオーガニックの高級品に対しては、より高品質であると認識していることから明確な

嗜好性を示していることに変わりはない。  

 

1.3 物流インフラの整備状況 

（１）インドネシア・コールドチェーン協会（ARPI）によると、2020 年の新型コロナによるパンデミック時
には、冷凍食品のニーズが 19％増加し、冷蔵倉庫や冷蔵車両の需要が発生したところであり、
2022年には、コールドチェーン産業が 25％成長すると予測している。  

（２）近年、冷蔵倉庫の増設が行われているが、現在の需要は供給を上回っている。冷蔵倉庫の多く
は、輸入品の主な入港地であるジャカルタ、メダン、スラバヤに設置されており、これら都市からインドネ
シア国内の他の地域へと製品が運ばれていく。ジャワ島とスマトラ島は冷蔵トラックでの配送が多く、フ
ェリーで両島を往来する。カリマンタン、スラウェシ、パプアなどの島嶼部以外では、船舶や航空機によ
る配送が行われている。   

（３）事業者インタビューによると、ほとんどの企業（輸入業者、流通業者、小売業者）は、自社で冷
蔵倉庫と冷蔵車両を保有しているが、中には、GPS などの技術を利用して、車両の追跡や冷蔵倉
庫の室温管理をしているところもある。また、施設を所有する企業の多くは、施設のメンテナンスを定
期的に行っていると回答している。  

（４）港で行われる税関や検疫所による貨物検査は、日中、太陽の光が当たるオープンスペースで行わ
れるため、時間がかかり、生鮮品の品質低下を招くという懸念が事業者ヒアリングの際に挙げられてい
た。また、地域によっては道路事情が悪く、商品の配送が遅れたり、有料道路を利用しなければなら
ない場合は輸送コストが高くなる。 
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1.4 現地企業との提携 

（１）日本の生産者・輸出業者は、インドネシアで製品を販売するために必要なライセンスの取得やマー
ケティング、流通のサポートをしてくれるインドネシアの輸入業者/販売代理店を見つけることを検討す
べきである。輸入業者/販売業者に対するインタビューの中で、ほとんどの企業が「インドネシア市場へ
の参入を成功させるためには、適切な現地パートナー企業を見つけることが重要である。」と述べてい
る。販売代理店は、ターゲット市場に到達し、製品を時間どおりに納品するための支援をしてくれる。  

（２）商業的な取り決めがなされた後、輸出を開始する前に、日本の輸出業者は製品に適用される輸
入要件を詳細に理解し、輸出前手続きを完了させる必要がある。インドネシアの現地流通パートナ
ー企業は、通常、輸出業者がこれらの現地規制要件を満たすための支援と指導を行う。 

（３）輸入業者/販売業者の選定には、いくつかの重要ポイントを考慮しなければならない。 

① 関連する輸入ライセンスを保有し、製品にかかる必要な許可証を手配した経験を持ち、製品を
インドネシアに輸出する前に日本の輸出業者と協力して、ライセンス取得に必要なすべての書
類を準備することができること。 

② インドネシアは群島国家であり、生鮮農産物の輸送が困難な場合があることから、インドネシ
ア市場をカバーする能力を有すること。流通業者によっては、複数の大都市に支店を持ち、時
間的余裕をもって商品を供給できるようにしているところもある。(ただし、国土が広大で物流動
線が長いため、物流コストがかなり高くなる可能性があることに留意。インドネシアの物流コストは
東南アジア地域で最も高いことに注目。)。 

③ 冷蔵倉庫や冷蔵トラックなどの物流設備があること。支店を持つ会社は、通常、小型の冷蔵
倉庫と冷蔵トラック数台を備えている。 

④ 小売店（特に中級・高級小売店）、外食産業、ホテルなどをターゲットにしているかどうか、そ
の顧客基盤を慎重に評価する必要がある。製品にもよるが、日本の輸出業者は、確立したブ
ランドを管理し、小売業者やホレカ業界（ホテル、レストラン、カフェ）と強いコネクションを持つ流
通業者との取引が推奨される。 

⑤ 類似製品の取り扱い経験があり、インドネシアに輸出される製品の競合状況を知っている必
要がある。それに応じて、日本の輸出業者が市場参入（拡大）するため、ターゲット市場に向
けた製品を選択し、最適な価格設定を支援することができる。 

（４）プレミアム商品が多い日本製品の場合、ターゲットは中・高所得者層である。インドネシアの地理
的条件から、日本の輸出業者はインドネシア主要都市に支店を持ち、幅広い顧客層を持つ大企業
と取引をすることが望ましいと言える。現地パートナー企業選定の過程では、コンサルタント会社による
パートナー候補のデューデリジェンス（対象企業等の価値やリスクなどを調査すること）を行うことも可
能である。   
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1.5 商慣習 

（１）インドネシア人がどのように海外のパートナー企業とビジネス関係を構築し、管理しているかを知るこ
とは重要である。インドネシアの若手ビジネスパーソンのほとんどは英語を上手に話すことができるが、
初対面においては、必要であれば通訳の支援を受けることを勧める。  

（２）インドネシア人とビジネスをするためには、そのプロセスにおいて、存在感、忍耐力、継続性が必要
である。   

① 存在感を示すこと 

A) ビジネス関係の始まりにおいては、真剣さを示すため、直接会うことが重要である。新型コロ
ナ関連の渡航制限がある場合は、オンライン・ミーティングも可能であるが、できるだけ早い
時期に直接会ってミーティングを行うことを勧める。   

B) 日本の輸出業者は、インドネシアに代理人（できればインドネシア人）を置き、商談に臨
むことが望まれる。 

② 忍耐力を持つこと 

A) インドネシア人は迅速な意思決定に慣れていないことから、取引に至るまでには時間をかけ、
人間関係や信頼関係を考慮することもある。   

B) インドネシア企業の多くは家族経営であり、年配の家族がビジネスの意思決定に関与して
いる。 

C) 最終的な契約までには、何度も話し合いや交渉が行われることがある。 

③ 継続性を確保すること 

A) インドネシア人は、長期的なコミットメントを示してくれるパートナーと関わりたいと考えている。   

B) 外国企業は、定期的にコミュニケーションをとり、進捗状況を確認し、要すれば説明を求め
ることが重要である。 
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2.0 食品カテゴリー別輸出戦略案 

2.1 検討の枠組み 

（１）食品カテゴリー別の輸出戦略は、別途実施した「市場調査」及び「市場参入（拡大）の障壁と
なっている規制やインフラ問題」の調査結果を踏まえ、マーケティング理論の３C及び 4P をベースに
実施した。 

（２）３C とは、Customer（市場・顧客）、Company（自社）、Competitor（競合）という 3
つの C で、自社を取り巻く市場環境を把握するなどマーケティング戦略を考える際のフレームワークで
あり、今回の調査では、「Customer」に関して、りんご・ぶどう・米など８つの調査対象市場、消費者
であるインドネシア国民及びジャカルタ・メダンなど 4 つの地域をを調査対象として取り上げた。また、
「Competitor」に関しては、貿易統計や店頭調査などにより競合輸入国を取り上げた。 

（３）4P とは、Product（製品）、 Price（価格）、 Promotion（プロモーション）、 Place（流
通）という４つの P で、他社と比較しながら自社製品をより深く理解し、製品やサービスの販売を促
進するマーケティング施策を検討する手法で、この 4 つのマーケティング要素を取り上げた。 

（４）調査対象のりんご、ぶどう、かんきつ、柿については、流通等で共通的に記述すべき事項があり、次
のセクションで記述した。 

2.2 果物の流通等について 

（１）小売業者や流通業者へのヒアリングによると、りんご、オレンジ、ぶどうの需要が高く、柿はあまり人
気がない。輸入果物は、伝統的な市場や露店から、専門店や中・高所得者層向けのスーパーマー
ケットまで、さまざまなチャネルで販売されている。  

（２）輸入果物の多くは、地元産よりも比較的高価であるため、一般的に伝統的な市場や中・低価格
のスーパーマーケットでは地元産の果物が好まれるが、一部の伝統的な市場では、品質等級が低い
輸入果物を消費者が購入しやすい価格で扱っている。輸送費の上昇は、生産コストの上昇と相まっ
て、輸入果物の価格を高騰させていることから、輸入業者、小売業者、消費者ともに、高価な商品
を輸入・販売・購入することは容易でない状況となりつつある。このため、日本の生産者・輸出業者は、
特に伝統的な市場や低・中級のスーパーマーケットをターゲットにする場合、輸出価格を競争力のあ
るものにすることが望まれる。  

（３）ある果物店の店長は、「日本産の果物はインドネシアで潜在的市場がある。グレードによる価格の
差別化ができれば、中所得者層には買っていただけると思う。インドネシアのお客様は、日本の果物
が美味しいことをよく知っている。」と語っていた。 

（４）流通業者と小売業者は、販売店の立地が輸入果物の選択と販売価格に影響するとの見解を示
した。都市の高級住宅地にある店舗では高級品しか売れず、中級品は中所得者層が多く住む地
域・場所で売られることになる。  

（５）日本の輸出業者は、中・上流階級の顧客層が厚い高級スーパーマーケットをターゲットにするほか、
以下のような 4都市の果物専門店をターゲットにすることができる。 
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【表 3：主要都市における果物専門店】 

ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

Allfresh  

Toko Buah Segar 

Total Buah Segar 

Rezeki Supermarket 

Jakarta Fruit Market 

Setiabudi Toko Buah 

Rumah Buah Sukajadi  

Rumah Buah Tirtayasa  

La Tropica  

Dunia Buah2an  

Raja Buah 

Cemara Asri Pasar 
Buah  

Setiabudi Buah 

Brastagi Fruit Market 

Deli Fresh 

Hokky Buah  

Godong Seger Abadi 

Prima Buah 

 

（６）生鮮果物のビジネスはタイミングが重要であるため、日本の輸出業者は、冷蔵トラックなどの機材の

不足や船舶の遅延により、同国での販売や在庫管理に支障をきたしている恒常的な物流上の制約

に注意する必要がある。 
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2.3 りんご 

2.3.1 主な輸入規制状況 

（１）りんごは、日本からインドネシアに輸出可能である。 

（２）通常、インドネシアへ果物を輸出する場合、適正農業規範認証（Good Agriculture 
Practices＝GAP）、又は国際的に認められた同レベルの認証に関する書類を備える必要がある
が、りんごは、インドネシアから生産国認定を受けていることから不要であるとともに、輸出ロットごとの
残留農薬等検査結果の提出は不要となっており、インドネシア向けりんご輸出の障壁は比較的低い
ものとなっている。 

（３）輸入港に関して、りんごは生産国認定を受けていることから、ジャカルタ至近のタンジュン・プリオク
港を利用でき、ジャカルタ市場へのアクセスの観点から見た障壁は低いものとなっている。 

2.3.2 地域別市場戦略 

りんごは、インドネシアで最も人気のある果物の一つであり、ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤのほ
とんどのインドネシア人は、りんごを好んで消費する傾向がある。りんご消費量はジャカルタが一番多く、次
いでスラバヤ、メダン、バンドンの順となっている。  

【表 4：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤにおける輸入りんご市場の比較】 

 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

100g あたりの
価格 

 

[価格は製品
のグレードや品
質、アウトレット
の種類や場所
によって異なる]  

【伝統的な市場】
Granny Smith、 Red 
USA、Washington、
Fuji を 3,000 ルピア - 
3,200 ルピアで販売。 

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Fuji Rosy Blush, 
Sunmoon, 
Whangsan 

Envy, Dazzle, Fuji 
Super, Pacific Rose, 
NZ Rockit を 4,250
ルピア - 11,800 ルピア
で販売。 

【伝統的な市場】 

Red USA、Fuji を 
3,200 ルピア - 3,400
ルピアで販売。 

 

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Fuji Super、Envy、
Whangsan、
Sunmoon、Pacific 
Rose、Granny 
Smith、Royal Gala
を 3,650 ルピア - 
12,300 ルピア で販
売。 

【伝統的な市場】 

Granny Smith、Fuji
を 3,000 ルピア -  
3,300 ルピアで販売。 

 

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Pacific Jumbo、Fuji 
Super、Fuji New 
Zealand、Cosmic 
USA、Moonlight 
Fuji、Royal Gala を 
4,450 ルピア - 6,450
ルピア で販売。 

【伝統的な市場】 

Washington、Fuji、
Granny Smith を 
3,000 ルピア - 3,500
ルピアで販売。 

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Whangsan、
Sunmoon、Royal 
Gala、Envy、
Cosmic、Pink Lady、
Dazzle NZ、Pacific 
Rose を 3,680 ルピア 
- 11,480 ルピアで販
売。 

日本産りんごの
市場ポテンシャ
ル 

市場ポテンシャル「高」 

 

市場ポテンシャル「中」 

 

輸入りんごを好むが、手
頃な価格を考慮する。 

市場ポテンシャル「中」 

 

輸入りんごを好むが、手
頃な価格を考慮する。 

市場ポテンシャル「高」 
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 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

ジャカルタの顧客にとっ
て、りんごは好んで消費
する果物である。  

 

中・高所得者層は、甘く
て歯ごたえのある高品質
なりんごを好む。高品質
なりんごを購入する際、
価格は最重要考慮事
項ではない。 

スラバヤの顧客にとって、
りんごは好んで消費する
果物である。  

 

中・高所得者は、甘くて
歯ごたえのある高品質な
りんごを好む。高品質な
りんごを購入する際、価
格は最重要考慮事項で
はない。 

出典：Orissa Internationl による店舗調査とインタビュー 

 

2.3.3 対競合国戦略 

（１）2021年におけるインドネシア向けりんごの主な供給国とその輸入金額シェアは、中国
（82.4%）、米国（12.9%）、ニュージーランド（4.1%）であり、日本は 0.1%である。 

（２）インドネシアで需要の高い Fuji りんごは、中国が最大の供給国であり、多くの小売業者が、伝統
的なスーパーマーケットや高級スーパーマーケットで Fuji りんごを販売している。 

（３）日本がインドネシアにおいて輸入りんごの市場シェアを獲得するには、中国産りんごと差異化できる
ような品質等のりんごをインドネシアに供給する必要がある。   

2.3.4 ターゲット顧客戦略 

現状、日本産りんごの小売価格は、地元産はもとより高価とされる他の輸入りんごよりも高価格とな
っており、ターゲット顧客層としては中・高所得者層とする必要がある。 

2.3.5 プロダクト戦略 

味や外観など高価格に見合った品質の日本産りんごをインドネシアに供給する必要がある。 

2.3.6 価格戦略 

日本産りんごは、価格低減の努力をすべきと考えるが、価格を大きく下げられない場合、中国産等と
ダイレクトに競争するのではなく、味や外観など品質で差異化する必要がある。 

 2.3.7 流通戦略 

高価格・高品質な日本産りんごのターゲット顧客層を中・高所得者層とするためには、プレミアムスー
パーや果物専門店などに流通する必要があり、そのような流通チャネルに強い輸入業者・卸業者と協業
する必要がある。そのためには、流通業者向けの展示会への出展やマーケティング支援などを実施する
必要がある。 
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2.3.8 販促戦略 

消費者に日本産りんごの良さを理解していただくため、プレミアムスーパーや果物専門店などの店頭で
の試食販売支援などが必要である。 

2.3.9 輸出金額拡大ポテンシャル 

（１）インドネシアではりんごへの国内需要の高まりを受けて、国内生産の増強政策を打ち出し、2021
年は 51.0万トンの生産となったものの、国内需要の高まりに対応するため、海外から 37.4万トン
を輸入し、国内需要の 42.3％をカバーした。 

（２）輸入りんごに関して、輸入金額ベースで 2021年は 3億 7,400万米ドルとそれなりに大きく、
2017年から 2021年の市場の平均成長率は 4.4％と堅調である。米国は、過去 5年間、インド
ネシアの輸入市場で年平均成長率マイナス 5.5%となっている。これは米国のトランプ大統領による
鉄鋼製品等に係る追加関税措置に反発した国々が報復関税を課したことにより、本来輸出される
はずの米国産りんごが市場に溢れ、その影響等によりりんごの生産量が減少したためと言われている。
このような状況を考慮すると、今後日本にとってりんご輸出のポテンシャルはあると考えられる。 

（３）流通業者や小売業者へのヒアリングによると、輸入りんごは歯ごたえがあり、甘みが強いため、地元
のりんごよりも輸入りんごを好んで購入する。  

（４）インドネシアにおける一人当たりのりんご消費量は、他の果物と比較するとまだ低い。しかし、高支
出者層（1 人当たり週 50 万ルピア以上を支出：約 4,400 円以上（1 ルピア≒0.0088 円換
算））は、輸入りんごを含む果物への消費が多く、特に中・高所得者層では日本産りんごの供給チ
ャンスがある。 

（５）日本産りんごの輸出促進により、仮に 2021年の輸入金額ベースで輸入市場シェア 3％を獲得
できた場合、年間 1,122万米ドル（1 ドル 130円換算で 14.6億円）となる。 
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2.4 ぶどう 

2.4.1 主な輸入規制状況 

（１）ぶどうは、日本からインドネシアに輸出可能である。 

（２）ぶどうは、インドネシアから生産国認定を受けていないため、個別生産施設ごとに適正農業規範認
証（Good Agriculture Practices＝GAP）、又は国際的に認められた同レベルの認証の取得
が必要であるが、GAP認証の取得には多大な費用を要するため、この点が輸出拡大の障壁となって
いる。 

（３）ぶどうは生産国認定を受けていないため、輸出ロットごとに、インドネシア政府に登録された日本国
内の検査機関による残留農薬等検査結果の提出が必要であり、また、利用可能な輸入港が、タン
ジュンペラック港（スラバヤ）、 ベラワン港（メダン）、スカルノハッタ空港（ジャカルタ）、スカルノハッ
タ港（マカッサル）に限定されており、これらについても輸出拡大の障壁となっている。 

（４）輸出拡大のためには、早期に生産国認定を取得する必要がある。 

2.4.2 地域別市場戦略 

ぶどうは、インドネシア人が消費する輸入果物の中で 3 番目に多いとされる品目である。輸入ぶどうは、
輸入りんごに比べて価格が高く、腐りやすいこと、販売先が中・高所得者層に限定されることから、都市
部の伝統的な市場や露天で必ずしも手に入るとは限らない。しかし、ぶどうはインドネシアの大都市の中
級から高級スーパーマーケットの多くで購入することができる。国内産ぶどうは輸入ぶどうほど甘くないため、
インドネシア人にはあまり好まれず、通常、ワイン生産に使用されている。   

【表 5：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤにおける輸入ぶどうの市場比較】 

 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

100g あたりの価格  

 

[価格は製品のグレー
ドや品質、アウトレット
の種類や場所によって
異なる] 。 

【伝統的な市場】 

Autumn grapes, 
China Shine 
Muscat, Red Globe
を 2,600 ルピア -  
7,500 ルピアで販売。 

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Autumn grapes, 
China Shine 
Muscat, Red 
Globe, 
Moondrops, Black 
Magic Seedless, 

Korean Shine 
Muscat, Korean 

【伝統的な市場】 

China Shine 
Muscat, Red Globe
を 4,100 ルピア -  
7,600 ルピアで販売。 

 

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Red Globe、Sweet 
Saphire、Autumn 
Chile、Chrimson を
4,390 ルピア -  
18,150 ルピアで販
売。 

【伝統的な市場】 

Red Globe, Black 
Autumn, China 
Shine Muscat を 
2,800 ルピア - 
6,900 ルピアで販売。 

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Queen Nina Red, 
Golden Globe 
Sunberry, Red 
Seed Premium を
5,750 ルピア -  
190,000 ルピアで販
売。 

【伝統的な市場】 

Red Globe, Shine 
Muscat China, 
Black Autumn を 
2,900 ルピア - 
7,900 ルピアで販売。  

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Red Globe、Shine 
Muscat China、
Black Autumn、
Crispy、
Moondrop、Queen 
Nina を 8,950 ルピア  
- 62,990 ルピア で販
売。 
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 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

Kyoho, Nina 
Queen, Candy 
Sweet Tableを 
4,950 ルピア - 
89,000 ルピアで販
売。 

日本産ぶどうの 

市場ポテンシャル 

市場ポテンシャル「高」 

 

ジャカルタの顧客は、通
常、輸入ぶどうを購入
する。その多くは、高級
品しか扱っていないスー
パーマーケットや専門
店で購入する。輸入ぶ
どうは、価格よりも品質
で選ぶ。 

 

市場ポテンシャル「中」 

 

輸入ぶどうを購入する
際、顧客は手頃な価
格を考慮する。 

市場ポテンシャル「中」 

 

輸入ぶどうを購入する
際、顧客は手頃な価
格を考慮する。 

市場ポテンシャル「高」 

 

スラバヤの顧客は、通
常、輸入ぶどうを購入
する。その多くは、高級
品しか扱っていないスー
パーマーケットや専門
店で購入する。輸入ぶ
どうは、価格よりも品質
で選ぶ。 

出典：Orissa Internationl による店舗調査とインタビュー 

2.4.3 対競合国戦略 

（１）2021年におけるインドネシア向けぶどうの主な供給国とその輸入金額シェアは、中国
（54.4%）、オーストラリア（24%）、チリ（10.3%）、米国（6.1%）、ペルー（3.3%）な
どである。 

（２）中国は、他の供給国に比べて甘くてジューシーなぶどうを競争力のある価格で生産していることが
知られている。 

（３）日本がインドネシアにおいて輸入ぶどうの市場シェアを獲得するには、中国産やオーストラリア産のぶ
どうと差異化できる品質等のぶどうをインドネシアに供給する必要がある。 

2.4.4 ターゲット顧客戦略 

現状、日本産ぶどうの小売価格は、高価とされる輸入ぶどうの価格レンジの幅の中に入っており、ター
ゲット顧客層は中・高所得者層とする必要がある。 

  



23 
 

2.4.5 プロダクト戦略 

輸入ぶどう市場のマーケットシェアを獲得するには、味や外観など競合国と差異化できる品質の日本
産ぶどうをインドネシアに供給する必要がある。 

2.4.6 価格戦略 

高価格の日本産ぶとうは、味や外観など競合国と差異化できる品質の日本産ぶどうをインドネシアに
供給する必要がある。 

2.4.7 流通戦略 

高価格・高品質な日本産ぶどうのターゲット顧客層を中・高所得者層とするためには、プレミアムスー
パーや果物専門店などに流通する必要があり、そのような流通チャネルに強い輸入業者・卸業者と協業
するとともに、流通業者向けの展示会への出展やマーケティング支援などを実施する必要がある。 

2.4.8 販促戦略 

消費者に日本産ぶどうの良さを理解していただくため、プレミアムスーパーや果物専門店などの店頭で
の試食販売支援などが必要である。 

2.4.9 輸出金額拡大ポテンシャル 

（１）インドネシア国内産のぶどうは、主としてワイン生産用に利用されている。生食用のぶどうは輸入品
でカバーされており、輸入金額は 2021年に 3億 1,500万米ドルとそれなりに大きく、2017年から
2021年の市場の平均成長率は 5.8％とそれなりにある。米国とペルーからの輸入シェアは、2017
年から 2021年に年平均成長率がそれぞれマイナス 21.5％、マイナス 30.8％となっている。これは
両国が、ぶどうの輸出先としてカナダを優先し、インドネシアへの輸出量を減らしているからと言われて
いる。このような状況を考慮すると、今後日本にとってぶどう輸出のポテンシャルはあるものと考えられ
る。 

（２）日本産ぶどうの輸出促進により、仮に 2021 年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得でき
た場合、年間 945万米ドル（1 ドル 130円換算で 12.3億円）となる。 
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2.5 かんきつ 

2.5.1 主な輸入規制状況 

現状、インドネシアは、日本産かんきつの輸入を認めていない。 

2.5.2 地域別市場戦略 

（１）オレンジは、インドネシアで販売されている輸入果物の中で 2 番目に多く、輸入オレンジは、国内
産オレンジと激しい競争をしている。輸入品は国内産より甘みが強く、国内産オレンジは皮が緑黄色
で甘みが少なく、地元のレストランや屋台でジュースや飲み物に使われることが多い。一般的に、オレ
ンジはりんごよりも価格が安いことから、消費者に好まれている。   

（２）輸入オレンジは、伝統的な市場や露天商から中級・高級スーパーまで、品質に応じて全国の小売
チャネルで販売されている。インドネシアでは、旧正月やその他の特別な機会に輸入オレンジの需要が
高まる。ターゲットとなる都市は、プレミアム商品ではジャカルタやスラバヤ、中級からプレミアム商品で
はバンドンやメダンなどが考えられる。 

【表 6：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤにおける輸入オレンジの市場比較】 

 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

100g あたりの価
格 

 

[価格は製品のグ
レードや品質、ア
ウトレットの種類
や場所によって異
なる]  

【伝統的な市場】 

Sunkist, Murcott, 
Hickson を 2,450 ル
ピア - 3,800 ルピアで
販売。  

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Sunkist, Murcott, 
Hickson , Afourer 
Mandarins, 
Grapefruit Sunkist, 
Clemenville, Navel 
Sunkist, Honey 
Murcott を 2,290 ル
ピア - 9,790 ルピアで
販売。 

【伝統的な市場】 

Sunkist、Ponkam、
Mandarin を 1,600
ルピア -  3,400 ルピア
で販売。  

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Sunkist, Ponkam, 
Mandarin, Navel 
Sunkist Cara-cara, 
Clemen Gold, 
Honey Murcott を
1,250 ルピア - 8,930
ルピアで販売。 

【伝統的な市場】 

Sunkist、Navel を 
2,400 ルピア -  
3,500 ルピアで販売。  

  

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Sunkist, Navel, 
Shantang, 
Mandarin Wakam 
Oranges, China 
Navel Sunkist, 
Afourer, Ponkam, 
Navel Oranges, 
Honey Murcott を 
1,250 ルピア - 
22,000 ルピアで販
売。 

【伝統的な市場】 

Navel, Murcott を
2,000 ルピア - 3,000
ルピアで販売。  

 

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

Murcott, Navel 
Orange, Honey 
Murcott, Sunkist 
Navel Cara-Cara, 
Mandarin Murcot を
3,000 ルピア - 8,990
ルピアで販売。 

日本産かんきつ
の市場ポテンシャ
ル 

市場ポテンシャル「高」 

 

市場ポテンシャル「中~
高」 

市場ポテンシャル「中~
高」 

市場ポテンシャル「高」 
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 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

中・高所得者層は、国
内産よりも高品質な輸
入オレンジを好んで購
入（価格はオレンジを
購入する際の最重要要
素ではない）。また、旧
正月のお祝いにオレンジ
が贈られることもあり、強
い需要がある。 

手頃な価格で高品質
なオレンジが好まれる。  

手頃な価格で高品質
なオレンジが好まれる。  

中・高所得者層は、国
内産よりも高品質な輸
入オレンジを好んで購
入（価格はオレンジを
購入する際の最重要要
素ではない）。また、旧
正月のお祝いにオレンジ
が贈られることもあり、強
い需要がある。 

出典：Orissa Internationl による店舗調査とインタビュー 
 

2.5.3 対競合国戦略 

（１）2021年におけるインドネシア向けオレンジの主な供給国とその輸入金額シェアは、オーストラリア
（36.7%）、アメリカ（22.9%）、南アフリカ（14.9%）、中国（13.6%）、エジプト
（11.9%）である。 インドネシア産のオレンジは甘くなく、オーストラリアのオレンジ・ネーブルは、その
味と価格の高さからインドネシアで最も売れているオレンジである。  

（２）2021年におけるインドネシア向けマンダリン（タンジェリン・温州みかんを含む）の主な供給国とそ
の輸入金額シェアは、中国（58.8%）、パキスタン（28.3%）、オーストラリア（7.6%）、アルゼ
ンチン（3%）、米国（1.9%）である。中国産みかんは他のみかんより人気があり、特に旧正月の
お祭り時に人気がある。 

（３）日本がインドネシアにおいて輸入かんきつの市場シェアを獲得するには、中国産・パキスタン産のマ
ンダリンと差異化できるような品質等のかんきつをインドネシアに供給する必要がある。 

2.5.4 ターゲット顧客戦略 

現状、日本産かんきつはインドネシアへの輸入が認められていないため、その小売価格は認識できな
いが、高価とされる輸入かんきつと同等の価格レベルだと想定すると、ターゲット顧客層としては、中・高
所得者層とする必要がある。 

2.5.5 プロダクト戦略 

輸入かんきつ市場のマーケットシェアを獲得するには、味や外観など競合国と差異化できる品質のか
んきつをインドネシアに供給する必要がある。 

2.5.6 価格戦略 

日本産かんきつは、高価格に見合った味や外観など品質で差異化すべきである。 

 

 



26 
 

2.5.7 流通戦略 

高価格・高品質な日本産かんきつのターゲット顧客層を中・高所得者層とするためには、プレミアムス
ーパーや果物専門店などに流通する必要があり、そのような流通チャネルに強い輸入業者・卸業者と協
業する必要がある。そのためには、流通業者向けの展示会への出展やマーケティング支援などを実施す
る必要がある。 

2.5.8 販促戦略 

消費者に日本産かんきつの良さを理解していただくため、プレミアムスーパーや果物専門店などの店頭
での試食販売支援などが必要である。 

2.5.9 輸出金額拡大ポテンシャル 

（１）インドネシア国内産のかんきつは、輸入かんきつと激しい市場競争となっているものの、輸入かんき
つの品質の良さなどから、輸入金額は 2021 年に 1 億 7,500 万米ドルとそれなりに大きく、2017 年か
ら 2021 年の市場の平均成長率は 35.5％と非常に高いものとなっている。さらに世界最大のタンジェ
リン輸出国の一つであるパキスタンは、特に熱波やモンスーンの大雨など悪天候の影響を受け、タンジ
ェリンや温州みかんの価格を引き上げていることから、パキスタンの輸出業者は、輸出市場における価
格競争力を懸念している（パキスタンにおいて、2022年のかんきつ類の生産量は 40％減少する可
能性があると予想されている）。このような状況を考慮すると、今後日本にとってかんきつ輸出のポテ
ンシャルがあるものと考えられる。 

（２）日本産かんきつの輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得
できた場合、年間 525万米ドル（1 ドル 130円換算で 6.8億円）となる。  
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2.6 柿 

2.6.1 主な輸入規制状況 

現状、インドネシアは、日本産柿の輸入を認めていない。 

2.6.2 地域別市場戦略 

（１）インドネシアでは、柿はエキゾチックフルーツとして扱われて、数年前から市場に出回っているが、イン
ドネシア人にはあまり馴染みがなく、桃やプラム、ベリー類など他のエキゾチックフルーツを好んで食べる。
柿を販売する都市としては、ジャカルタやスラバヤが適している。 

（２）柿は高級果物として、高級果物店やスーパーマーケットでのみ販売されている模様で、小売業者
からは、「顧客が必要なときに少しだけ買えるよう、少量を店頭に並べている。」という声が聞かれた。し
かしながら、インドネシア市場でも柿は徐々に存在感を増してきており、競争は激しいが、他の輸入品
との価格競争力を付け、適切な販売促進を行えば、日本産柿は現地市場において供給のチャンス
があるといえる。 

【表 7：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤにおける輸入柿の市場比較】 

 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

100g あたりの価
格 

ニュージーランド産、中
国産、オーストラリア産
を 4,800 ルピア - 
28,200 ルピアで販
売。 

韓国産を 6,000 ルピ
ア - 35,200 ルピアで
販売。 

（情報が得られなかった） オーストラリア産を
6,000 ルピアで販売。 

韓国産を 12,000 ル
ピア - 39,800 ルピア
で販売。 

オーストラリア産を
22,490 ルピアで販
売。 

韓国産を 5,900 ルピ
ア - 24,200 ルピアで
販売。 

日本産柿の 

市場ポテンシャル 

市場ポテンシャル「中~
高」 

中・高所得者層は柿に
馴染みがあり、高品質
な商品を好むが、まず
は実店舗での供給量
を増やす必要がある。 

市場ポテンシャル「低~
中」 

認知度が低く、多くの
顧客は品質よりも手頃
な価格のものを好む。  

市場ポテンシャル「低~
中」 

認知度は低く、多くの
顧客は品質よりも手頃
な価格のものを好む。 

市場ポテンシャル「中~
高」 

中・高所得者層は柿に
馴染みがあり、高品質
な商品を好むが、まず
は実店舗での供給量
を増やす必要がある。 

出典：Orissa Internationl による店舗調査とインタビュー 
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2.6.3 対競合国戦略 

（１）2021年におけるインドネシア向け柿の輸入金額は 56.4万米ドルで非常に小さく、主な供給国
とその輸入金額シェアは、ニュージーランド（34.0％）、韓国（22.3％）、中国（16.3％）、エ
ジプト（13.3％）、オーストラリア（9.4％）、米国（4.3％）である。 

（２）日本がインドネシアにおいて輸入柿の市場シェアを獲得するには、ニュージーランド産や韓国産の柿
と差異化できるような品質等の柿をインドネシアに供給する必要がある。   

2.6.4 ターゲット顧客戦略 

現状、日本産柿はインドネシアへの輸入が認められていないため、その小売価格は認識できないが、
高価とされる輸入柿と同等の価格レベルだと想定すると、ターゲット顧客層としては中・高所得者層とす
る必要がある。 

2.6.5 プロダクト戦略 

輸入柿市場のマーケットシェアを獲得するには、味や外観など競合国と差異化できる品質の日本産
柿をインドネシアに供給する必要がある。 

2.6.6 価格戦略 

日本産柿は高価格に見合った味や外観など品質で差異化すべきである。 

2.6.7 流通戦略 

高価格・高品質な日本産かんきつのターゲット顧客層を中・高所得者層とするためには、プレミアムス
ーパーや果物専門店などに流通する必要があり、そのような流通チャネルに強い輸入業者・卸業者と協
業する必要がある。そのためには、流通業者向けの展示会への出展やマーケティング支援などを実施す
る必要がある。 

2.6.8 販促戦略 

消費者に日本産柿の良さを理解していただくため、プレミアムスーパーや果物専門店などの店頭での
試食販売支援などが必要である。 

2.6.9 輸出金額拡大ポテンシャル 

（１）柿は、インドネシアでは地元産の柿が若干生産されているにすぎず、また輸入金額は 2021年に
56.4万米ドルと非常に小さい。2017年から 2021年の市場の平均成長率は 16.8％と高いもの
となっている。他の果物と比較すると、柿はインドネシア人にあまり知られておらず需要も小さく、現地
の人たちに輸入柿を消費するよう仕向けることは難しいかもしれない。 

（２）日本産柿の輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得できた
場合、年間 1.7万米ドル（1 ドル 130円換算で 220万円）となる。 
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2.7 牛肉 

2.7.1 主な輸入規制状況 

（１）日本からインドネシアへ牛肉を輸出するためには、インドネシア政府による原産国ビジネスユニットの
承認が必要である。 

（２）原産国ビジネスユニットの承認のためには、食肉加工施設にかかる書類審査、現地検証及びハラ
ール認証が必要となる。 

（３）その後は、インドネシア農業省から輸入推薦を受けた後、インドネシア商業省から輸入承認を得る
プロセスとなっている。 

（４）牛肉は、国家商品バランス制度に基づく輸入割当の対象となっているが、近年インドネシアでは、
牛肉の需要が供給を上回り、国内産のみでは牛肉消費への対応が困難になっており、2021年にお
ける牛肉の輸入金額は 9億 5千万米ドルと非常に大きなものとなっている。日本の牛肉輸出事業
者へのヒアリングにおいても、申請した輸入量がそのまま認められた模様である。 

2.7.2 地域別市場戦略 

（１）日本産牛肉は主に中・高級スーパーマーケットで販売されており、高品質であるが故に高価格と認
識されている。このような背景から、日本の輸出業者は流通業者と協力し、供給量を確保しつつ製
品の価格競争力を維持するための適切なマーケティング戦略を練ることが望まれる。  

（２）日本の輸出業者は、スーパーマーケットをターゲットにするだけでなく、下表に示すように 4 都市の
食肉専門店をターゲットにすることも可能である。 

【表 8：主要都市における食肉専門店】 

ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

・Bliss Kitchen 

・Meat n Fresh 

・Toko Daging 
Nusantara 

・Toko Tani Indoguna 

Best Meat 

・Agro Meat Shop 

・Sentosa Jaya Meat 

・Toko Daging 
Nusantara 

・Toko Daging 
Pasteur 

・Meat n Fresh 

・Best Meat 

・Toko Daging Medan 

・Best Meat 

・Meat n Fresh 

・Best Meat 

・Cak Ferdi Meat 
Shop & Frozen Food 

・Toko Daging 
Nusantara 

・Best Meat 

 

（３）ターゲット都市は、購買力の高いジャカルタとスラバヤに注力すべきであり、バンドン、メダンでは、オ
ーストラリア、ブラジル、スペインからの輸入牛肉に対抗するため、中級グレードの牛肉を競争力のある
価格で供給する必要がある。 
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【表 9：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤにおける輸入牛肉市場の比較】 

 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

牛肉の種類 【オーストラリア、米国、ニュージーランド、ブラジル産牛肉】 

商品のグレードに応じて、伝統的市場か中級・高級スーパーで販売。価格もそれに応じて調整される。 

【ブラジル産・スペイン産牛肉】 

中級から高級スーパーで販売。 

【日本産・米国産牛肉】 

主に高級スーパーで販売。   

100g あたり
の価格 

【伝統的な市場】 

オーストラリア産とブラジ
ル産牛肉を 13,700 ル
ピア - 14,800 ルピアで
販売。  

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

18,450 ルピア - 
250,000 ルピアで販
売 。 

【伝統的な市場】 

オーストラリア産とブラジ
ル産牛肉を 13,500 ル
ピア - 14,500 ルピアで
販売。  

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

15,400 ルピア - 
79,000 ルピアで販
売。 

【伝統的な市場】 

オーストラリア産とブラジ
ル産牛肉を 11,500 ル
ピア - 13,300 ルピアで
販売。  

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

99,000 ルピアで販
売。 

【伝統的な市場】 

オーストラリア産とブラジ
ル産牛肉を 11,100 ル
ピア - 12,200 ルピアで
販売。  

 

【中級・高級スーパーマ
ーケット】 

45,000 ルピア - 
130,000 ルピアで販
売。 

日本産牛肉
の市場ポテン
シャル 

市場ポテンシャル「高」 

 

ホレカ業界は、チェーン
店を含む日本食レスト
ランや富裕層向け高級
レストランの設立が増加
しており、有望な市場で
ある。  

市場ポテンシャル「中」 

 

顧客は品質よりも価格
に敏感である。   

市場ポテンシャル「中」 

 

顧客は品質よりも価格
に敏感である。 

市場ポテンシャル「中~
高」 

ホレカ業界には多くのビ
ジネスチャンスがある。
中・高所得者層は高品
質な牛肉を好むが、手
頃な価格の牛肉を求め
る顧客もいる。 

出典：Orissa Internationl による店舗調査とインタビュー 
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2.7.3 対競合国戦略 

（１）2021年におけるインドネシア向け牛肉の主な供給国とその輸入金額シェアは、 オーストラリア
（41.0%）、インド（30.4%）、米国（11.3%）、ニュージーランド（5.9%）、スペイン
（2.0%）となっており、日本は僅か 0.3%の輸入金額シェアとなっている。 

（２）日本がインドネシアにおいて輸入牛肉の市場シェアを獲得するには、日本食レストランや富裕層向
け高級レストラン、中級・高級スーパーマーケットへの販売促進活動を強化する必要がある。  

2.7.4 ターゲット顧客戦略 

（１）現状、日本産牛肉は高品質・高価格と認識されており、ターゲット顧客層としては中・高所得者
層とする必要がある。 

（２）ホレカ業界（ホテル、レストラン、カフェ）にも日本産牛肉が供給されており、主に大都市の高級
日本食レストランやホテル向けに供給されている。輸入業者や流通業者へのヒアリングによると、日本
料理を提供するレストランでは、日本料理として日本産牛肉を使用することが期待されており、牛肉
流通業者の中には、顧客（小売店や外食産業）からの要望に応じて日本産牛肉を供給している
業者もいる。 

2.7.5 プロダクト戦略 

輸入牛肉市場のマーケットシェアを獲得するには、日本食レストランや富裕層向け高級レストラン、中
級・高級スーパーマーケットが評価する味などの品質の牛肉をインドネシアに供給する必要がある。 

2.7.6 価格戦略 

日本産牛肉は高価格に見合った味や外観など品質で差異化すべきである。 

2.7.7 流通戦略 

高価格・高品質な日本産牛肉のターゲット顧客層を中・高所得者層とするためには、プレミアムスー
パーや食肉専門店などに流通するとともに、業務用として大都市の高級日本食レストラン等向けに流
通する必要があり、そのような流通チャネルに強い輸入業者・卸業者と協業する必要がある。そのために
は、流通業者向けの展示会への出展やマーケティング支援などを実施する必要がある。 

2.7.8 販促戦略 

（１）食肉流通業者の中には、e コマースと実店舗の両方で食肉店の運営を始めたり、食肉加工設備
を持ち、ソーセージやビーフパテを作って、食料品チャンネルや食肉専門店を通じて販売しているところ
もある。日本の牛肉輸出業者にとって、これら業者と提携することも選択肢の一つである。 

（２）牛肉流通業者のマーケティング担当者と高級スーパーの営業担当者は、オーストラリアや米国の輸
出業者が、地元のホレカ店に、「Rendang（牛肉などの塊肉をココナッツミルクと唐辛子やターメリック
などの香辛料で長時間煮込んだ肉料理）」や「Soto（肉、野菜などを具材とする伝統的なスー
プ）」といった伝統料理を作るのに国内産牛肉を使うのではなく、輸入牛肉を使うよう勧めていること
を強調しており、また、ステーキに使うのではなく、照り焼きビーフや炒め物など簡単な料理に使える
様々なスライス牛肉も紹介していることは注目に値する。日本の輸出業者も食品業界で同様の戦
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略をとり、インドネシアの伝統的な料理で日本の牛肉を使うことを推奨することにより、製品ブランドの
認知度を高めることができる可能性がある。 

2.7.9 輸出金額拡大ポテンシャル 

（１）インドネシアでは、牛肉の需要が供給を上回り、国内産のみでは牛肉消費への対応が困難になっ
ており、輸入牛肉への需要が高く、ラマダン、クリスマス、新年の時期に需要が増加する。2021 年に
おける牛肉の輸入金額は９億 5千万米ドルと非常に大きい上に、2017年から 2021年の市場の
平均成長率は 13.5％と高いものとなっている。オーストラリアはインドネシアにとって牛肉の最大供給
国であるが、2017年から 2021年にかけて、そのシェアは 10%ポイント低下している。その主な要因
は、新型コロナに起因するサプライチェーン問題の継続、労働力不足、コスト増などによる食肉処理
能力の減少である。このような状況を考慮すると、今後日本にとって牛肉輸出のポテンシャルが大きい
ものと考えられる。 

（２）日本産牛肉の輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアを 3％獲得でき
た場合、年間 2,850万米ドル（1 ドル 130円換算で 37億円）となる。 
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2.8 米 

2.8.1 主な輸入規制状況 

（１）米は、国家商品バランス制度に基づく輸入割当の対象となっており、2021年は、インドネシアで
5,440万トン生産され、国内産米によりインドネシアの米需要は賄えていると判断されたことから、イ
ンドネシア政府は大規模な米の輸入は行っていない模様である。 

（２）一部米の輸入はあるが、インドネシアで生産されていない特殊な種類の米が主となっている。長粒
種のインドネシア産米と異なり、短粒種の日本産米は特殊な種類の米と認識されていることから輸入
許可が出ている。 

2.8.2 地域別市場戦略 

（１）通常、小売等伝統的な市場で販売される米は、インドネシア政府によって規制され、価格は政府
によって決められている。現地で栽培された米のうち、高級なものはスーパーマーケットで販売され、価
格も高い。  

（２）輸入プレミアム米は、通常、スーパーマーケットや専門店で販売され、レストランやホテルでよく使わ
れている。また、一部の顧客向けには、家庭で日本料理を作るために日本産米を販売している。 

（３）ジャカルタとスラバヤは日本食レストランが多く、中・高所得者層が多いため、日本の輸出業者は
主にこの 2都市をターゲットとすべきである。   

【表 10：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤの輸入米市場の比較】 

 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

米の種類 バスマティ米、 

ジャポニカ米 

バスマティ米、 

ジャポニカ米、 

ジャバニカ米 

バスマティ米、 

ジャポニカ米 

バスマティ米、 

ジャポニカ米、 

ジャバニカ米 

1,000g あたり
の価格 

【バスマティ米】  

47,380 ルピア-
49,900 ルピア 

 

【ジャポニカ米】 

37,950 ルピア -  
45,180 ルピア  

【バスマティ米】 

45,500 ルピア-
84,000 ルピア 

 

【ジャポニカ米】 

27,950 ルピア-
79,600 ルピア 

 

【ジャバニカ米】  

49,000 ルピア -  
69,500 ルピア 

【バスマティ米】 

35,000 ルピア -  
61,500 ルピア  

 

【ジャポニカ米】 

30,000 ルピア -  
41,000 ルピア  

【バスマティ米】 

49,900 ルピア -  
55,180 ルピア  

 

【ジャポニカ米】 

40,750 ルピア -  
72,700 ルピア  

 

【ジャバニカ米】 

30,900 ルピア〜
51,500 ルピア 
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 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

日本産米の市
場ポテンシャル 

市場ポテンシャル「中」 

 

主に日本食レストラン
を含むホレカ業界から
の需要がある。また、輸
入米は外国人コミュニ
ティーの需要にも対応
できる。 

市場ポテンシャル「低
～中」 

ホレカ業界からの需要
がある。 

市場ポテンシャル「低
～中」 

ホレカ業界からの需要
がある。 

市場ポテンシャル「中」 

 

主に日本食レストラン
を含むホレカ業界から
の需要がある。また、輸
入米は外国人コミュニ
ティーの需要にも対応
できる。 

出典：Orissa Internationl による店舗調査とインタビュー 

2.8.3 対競合国戦略 

（１）2021年、インドネシアへの HS 1006.30（半精米又は全精米）の輸入額は 4,163.8万米
ドルで、主な供給国とその輸入金額シェアは、 ベトナム（71.9％）、インド（17.5％）、タイ
（8.4％）であり、次いで日本が 1.4％である。 

（２）他国の長粒種の輸入米と短粒種の日本産米は料理への使われ方が異なることが多く、直接競
合することはないことから、日本がインドネシアにおいて輸入精米の市場シェアを獲得するには、日本
食の需要拡大とセットで考える必要がある。 

 2.8.4 ターゲット顧客戦略 

（１）長粒種の米と食感がかなり異なる短粒種の日本産米をインドネシアの一般家庭に普及させること
は難しいと考えられる。 

（２）短粒種の米を好む中国系インドネシア人、在留日本人・韓国人などがターゲット顧客となるととも
に、高級日本食レストランなどもターゲット顧客となる。 

2.8.5 プロダクト戦略 

基本的には味・品質の良い日本産ブランド米が輸出対象となる。 

2.8.6 価格戦略 

基本的には日本国内の精米業者から仕入れた価格に物流費やマージンを加えた価格となるものと
考えられる。 

2.8.7 流通戦略 

味・品質の良い短粒種の日本産米を中国系インドネシア人、在留日本人・韓国人などのターゲット
顧客向けに流通するためには、輸入食料品店やプレミアムスーパーに流通するとともに、業務用として大
都市の高級日本食レストラン等向けに流通する必要があり、そのような流通チャネルに強い輸入業者・
卸業者と協業する必要がある。そのためには流通業者向けの展示会への出展やマーケティング支援など
を実施する必要がある。 
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2.8.8 販促戦略 

ターゲットとなる消費者に日本産米の良さを理解していただくため、プレミアムスーパーや輸入食品専
門店などの店頭での試食販売支援などが必要である。 

2.8.9 輸出金額拡大ポテンシャル 

（１）短粒種の米を好む中国系インドネシア人、在留日本人・韓国人などへの需要に加えて、現地での   
日本食への需要拡大により、輸出金額拡大のポテンシャルが想定される。 

（２）日本産米の輸出促進により、仮に 2021年の日本産米（HS 1006.30：半精米又は全精
米）の輸入金額 57.7万ドルが 2倍になった場合、年間 115.4万米ドル（1 ドル 130円換算
で 1.5億円）となる。 
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2.9 緑茶 

2.9.1 主な輸入規制対応 

（１）緑茶は、その形態により園芸作物と加工食品のどちらかに分類される。インドネシア国家医薬品食
品監督庁（BPOM）の担当者によれば、緑茶は、茶葉の状態であれば園芸作物に分類される
（乾燥（加熱処理）されていても園芸作物として分類）。しかし、香料などの添加物が加えられて
いる場合は、加工食品とみなされる（粉末緑茶は加工食品とみなされる）。  

（２）園芸作物とみなされた場合は農業省（MOA）の管轄となり、加工食品とみなされた場合は国
家医薬品食品監督庁（BPOM）の管轄となり、分類によって規制が異なるため、製品が正しく分
類されていることを確認することが重要である。 

（３）園芸作物は、加工食品に比べ、重金属汚染の制限など、より厳しい要求事項が課される。例え
ば、園芸作物として扱われる緑茶のカドミウム濃度は最大 0.03mg/kg だが、加工食品に分類され
る緑茶のカドミウム濃度は最大 0.2mg/kg になる。 

2.9.2 地域別市場戦略 

（１）インドネシアでも緑茶は生産されているが、多くの消費者は品質が高いとされる輸入茶を好んで飲
んでおり、緑茶は、主に中・高級スーパーや専門店でティーバッグの形で販売・購入されている。  

（２）粉末緑茶の需要は、日本食レストランからもある。ある日本食レストランチェーンの購買担当者は、
「レストランで食事をしながら抹茶ドリンクを注文する顧客が多く、インドネシア人は健康やダイエットの
ために緑茶を飲むことを好む。」と述べている。日本の輸出業者は、日本食レストランが多いジャカルタ
とスラバヤをターゲット都市として考えられる。   

【表 11：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤにおける輸入緑茶の市場比較】 

 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

緑茶の種類 ・伊右衛門茶 抹茶、炒
り玄米茶、大蔵園抹
茶、あられ玄米茶 

・山本山煎茶、大蔵園
冷茶煎茶 

・国太楼宇治抹茶、炒
り茶、大蔵園抹茶、あら
れ玄米茶 

・山本山ティーバッグ煎
茶、大蔵園春摘み煎茶 

・煎茶 ・ハラダ抹茶（和風）、
大蔵園抹茶、あられ玄
米茶 

・Chakra煎茶、大倉
園煎茶 

価格 抹茶 75,500 ルピア
/40g - 139,900 ルピ
ア/50g 

 

煎茶 54,000 ルピア
/56.7g ～ 199,900
ルピア/80g 

抹茶 44,000 ルピア
/50g - 133,750 ルピ
ア/50g  

 

煎茶 61,900 ルピア
/36g ～ 210,150 ル
ピア/130g 

煎茶 237,000 ルピア
/100g 

抹茶 81,900 ルピア
/100g - 139,900 ル
ピア/50g 

 

煎茶 29,200 ルピア
/150g - 199,900 ル
ピア/40g 
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 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

日本茶の市
場ポテンシャ
ル 

市場ポテンシャル「高」 

 

日本食レストランなど、ホ
レカ業界からの需要が主
である。ジャカルタの人々
は、健康やダイエットのた
めに緑茶を好んで飲む。  

市場ポテンシャル「低～
中」 

ホレカ業界からの需要が
主である。 

市場ポテンシャル「低～
中」 

ホレカ業界からの需要が
主である。 

市場ポテンシャル「高」 

 

日本食レストランなど、ホ
レカ業界からの需要が主
である。スラバヤの人々
は、健康やダイエットのた
めに緑茶を好んで飲む。  

出典：Orissa Internationl による店舗調査とインタビュー 
 
2.9.3 対競合国戦略 

（１）多くの国のサプライヤーが様々なカテゴリーでインドネシア市場に参入し支配している。例えば、 

・タイは HS 0902.10（正味重量 3kg以下の「茶葉、ティーバッグ、粉末」（包装形態を問わず、
香味付け有り、無しの両方を含む））の緑茶で 37.9％、 

・シンガポールは HS 0902.10.10（直接包装した「茶葉、ティーバッグ、粉末」（香味付け有））
の非発酵緑茶で 59.0％、 

・ベトナムは HS 0902.20.90（直接包装以外の「粉末」）の粉末緑茶で 41.2％ 

の市場をそれぞれ支配している。 

（２）日本は輸入金額シェアで、HS 0902.10 の緑茶は 26.9％でタイに次いで２位、HS 
0902.20.90（直接包装以外の「粉末」（香味付け無し））の粉末緑茶は 24.8％でベトナム
についで２位となっている。   

2.9.4 ターゲット顧客戦略 

（１）健康志向の高まりの中、緑茶を好む中・高所得者層をターゲット顧客層とする必要がある。 

（２）また業務用として大都市の高級日本食レストランや抹茶スイーツとして一般レストラン等も重要な
ターゲット顧客と考えられる。 

（３）インドネシアにおける抹茶スイーツなど食品加工分野も粉末緑茶のターゲット顧客になり得る。
7,868 社を超える大・中規模の食品・飲料メーカーが存在するこの分野は、健康意識の高まりに対
応した新しい風味の革新的な製品を幅広く提供するよう進化している。  

2.9.5 プロダクト戦略 

（１）日本の大手飲料メーカーによるペットボトルの緑茶が有望商品として考えられる。 

（２）日本産の緑茶は、現地で生産された緑茶と比較すると、うま味、甘味、渋味、苦味のバランスがと
れた安定した味わいを持っていることや抗酸化物質が多く含まれていて健康やダイエットのために良い
ことを訴求すべきである。 
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（３）現地ではティーバッグでお茶を飲む習慣があることから、商品形態にも配慮が必要と考えられる。 

（４）レストランや加工食品事業者による抹茶スイーツ向けの原材料としての供給も考えられる。 

2.9.6 価格戦略 

日本産緑茶は比較的高価格であるため、価格に見合った味わいや、抗酸化物質が多く含まれてい
て健康やダイエットに良い、といったことなど品質で差異化すべきである。   

2.9.7 流通戦略 

高価格・高品質な日本産緑茶のターゲット顧客層を中・高所得者層とするためには、プレミアムスー
パーなどに流通するとともに、業務用として大都市の高級日本食レストラン等向けに流通する必要があ
り、そのような流通チャネルに強い輸入業者・卸業者と協業する必要がある。そのためには流通業者向
けの展示会への出展やマーケティング支援などを実施する必要がある。 

2.9.8 販促戦略 

インドネシアの消費者は、緑茶の購入決定においては価格にあまり敏感ではなく、味、香り、健康効
果などの好みに応じて購入するようになってきている。日本の輸出業者は、より大きな需要を生み出すた
め、抗酸化作用や抗炎症作用など、緑茶のユニークな健康特性をパッケージで強調すべきである。 

2.9.9 輸出金額拡大ポテンシャル 

（１）インドネシアで生産される茶葉は紅茶用が多いこともあり、そのほとんどが輸出され、国内で販売さ
れるのはごく一部である。 

（２）インドネシアでは、健康志向の高い消費者が緑茶の効能を認識し受け入れていることから、緑茶へ
の需要が高まっており、日本の輸出業者はこの状況を利用すべきである 

（３）日本産緑茶の輸入金額シェアが高い HS 0902.10（正味重量 3kg以下の「茶葉、ティーバッ
グ、粉末」（包装形態を問わず、香味付け有り、無しの両方を含む））の緑茶の輸入金額は
2021年で 238.6万米ドル、2017年から 2021年の平均市場成長率は 7.3％、HS 
0902.20.90 の直接包装以外の「粉末」の緑茶の輸入金額は 2021年で 482.2万米ドルであっ
た。輸入緑茶の市場規模はそれほど大きくないものの、市場成長率はそれなりに高いものとなってい
る。 

（４）日本産緑茶の輸入市場シェアが高い上記 2 つの HS コードの品目に関して、日本産緑茶の輸出
促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シェアが 1.5倍になった場合、 

・HS 0902.10は、年間 96.3万米ドル（1 ドル 130円換算で 1.3億円）、 

・HS 0902.20.90は、年間 179.7万米ドル（1 ドル 130円換算で 2.3億円）、 

合計 276万米ドル（1 ドル 130円換算で 3.6億円）となる。 
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2.10 ソース・調味料 

2.10.1 主な輸入規制対応 

（１）インドネシア宗教省（MOR）令第 748号に基づきハラール認証表示が義務付けられている製
品のリストには、「大豆を原料とする調味料」（醤油、味噌等）、「ソース及び類似製品」（マヨネー
ズ、ウスターソース、サラダドレッシング等）が含まれており、2024年 10月 18日から完全施行され
るものとしている。 

（２）加工食品のインドネシア国家医薬品食品監督庁（BPOM）への登録から流通許可番号の取
得までに要する日数は、公式には 30営業日とされているが、実際にはもっと長く、3〜6 ヶ月かかるこ
ともあり、ある日本のメーカーは、この手続きに 9 ヶ月かかると述べている。製品登録の経験が豊富
で、生産工程に精通したインドネシア現地の販売店を見つけることが、登録をスムーズに行い、短期
間で完了させるために非常に重要である。 

（３）インドネシア国家医薬品食品監督庁（BPOM）のウェブサイトの「よくある質問」によると、ホテル、
レストラン、ケータリングに直接販売され、他の加工食品の製造に使用される加工食品は、その加工
食品が小売包装の形態でなく、小売り商品としての完全なラベル付けがされていなければ登録する
必要はないとのことである。 

2.10.2 地域別市場戦略 

（１）インドネシアの輸入ソース・調味料は、ヨーロッパ、アジア、オーストラリア、米国などから調達され、日
本料理、韓国料理、中華料理などの各国料理の調理に使われている。また、屋台から高級レストラ
ン、ホレカ業界からの需要もある。  

（２）ソースや調味料は大都市の中・高級スーパーで販売されていることから消費者に馴染みがあり、家
庭での調理時間短縮のために利用されている。インドネシアの大手スーパーでは、カレーペースト、醤
油、ドレッシング、スパイスなど、アジア人の味覚に合わせたソースや調味料が豊富に揃っている。この
カテゴリーの製品の多くは地元企業から調達しており、地元の味覚に合うようにインドネシアのスパイス
やフレーバーが使われている。 

（３）調査対象となっている各都市では、伝統的な調理方法により独自の個性を発揮している。例えば、
バンドンではトマトソースが比較的多く消費されているのに対し、スラバヤではチリソースが地元で愛用
されている。インドネシア人は、一般的に醤油を料理に加えることを好むため、醤油は全国的な需要
が期待できる。輸出業者は、定評のあるブランド製品の販売経験を有する流通業者を考慮の上、
慎重に選定する必要がある。 

【表 12：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤにおける輸入ソース・調味料の市場比較】 

 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

ソースや調味料の
種類 

ブルドッグウースターシャ
ー、ゴールデンカレーソ
ース／ルー、キユーピー
サラダドレッシング・マヨ
ネーズ、ミツカンぽんしゃ

ブルドッグウースターシャ
ー、ゴールデンカレーソ
ース・ルー、キユーピー
サラダドレッシング・マヨ
ネーズ、ミツカンぽんしゃ

ブルドックウースターシャ
ー、ゴールデンカレーソ
ース/ルー、キユーピー
サラダドレッシング＆マヨ

ブルドッグウースターシャ
ー、ゴールデンカレーソ
ース／ルー、キユーピー
サラダドレッシング・マヨ
ネーズ、Remia マヨネ
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 ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

ぶ・ごまだれ、エバラソー
ス、ヤマモリ醤油、
Yummyto醤油、ヤ
マサ醤油、日の出みり
ん・照り焼き、Remia
マヨネーズ・サラダの素、
Yummyto焼肉ソー
ス、カゴメトマトソース 

ぶ・ごまだれ、エバラソー
ス、ヤマモリ・旨辛しょう
ゆ、ヤマサ醤油、日の
出みりん・照焼き、
Remia マヨネーズ・サ
ラダドレッシング  

ネーズ、ミツカンぽんしゃ
ぶ・ゴマダレ 

ーズ、ミツカンぽんしゃ
ぶ・セサミソース、エバラ
ソース、ヤマモリ醤油、
Yummyto醤油、ヤ
マサ醤油、日の出みり
ん・照焼き 

価格 ・キユーピーサラダドレッ
シング：200ml あたり
24,900 ルピア -  
38,500 ルピア 

・ミツカンセサミソース：
250ml あたり
95,500 ルピア - 
102,900 ルピア。 

・Remia マヨネーズ：
250ml あたり
28,650 ルピア 

・ゴールデンカレーソー
ス／ルー：220g あた
り 75,900 ルピア。 

・キユーピーサラダドレッ
シング：200ml あたり
30,000 - 35,600
ルピア 

・ミツカンぽんしゃぶソー
ス：250ml あたり
90,900 ルピア。 

・Remia マヨネーズ：
250ml あたり
26,500 ルピア 

・ゴールデンカレーソー
ス／ルー：220g あた
り 75,900 ルピア。 

和風ソースや調味
料の市場ポテンシ
ャル 

市場ポテンシャル「高」 

 

チェーン店や高級レスト
ランなど、日本食レスト
ランの設立が増加して
いる。日本料理の美味
しさを維持するために
は、ソースや調味料が
重要。また、ジャカルタ
の人々は、調理が簡
単な日本食を家庭で
作ることを好む。 

市場ポテンシャル「中
〜高」 

屋台料理から高級レス
トランまでが主な市場。
また、顧客は、日本食
レストランで食べるのと
同じ味を自宅で日本
製品を使って調理する
ことを好む。 

市場ポテンシャル「中
〜高」 

屋台料理から高級レス
トランまでが主な市場。
また、顧客は、日本食
レストランで食べるのと
同じ味を自宅で日本
製品を使って調理する
ことを好む。 

市場ポテンシャル「高」 

 

チェーン店や高級レスト
ランなど、日本食レスト
ランの設立が増加して
いる。日本食の美味し
さを維持するためには、
ソースや調味料が重
要。また、スラバヤの
人々は、調理が簡単
な日本食を家庭で作
ることを好む。 

出典：Orissa Internationl による店舗調査とインタビュー 

2.10.3 対競合国戦略 

（１）ソース・調味料販売会社の営業担当者は、「日本製品のすべてがハラール認証を取得しているわ
けではない一方、韓国はインドネシアに製品を輸出する前にハラール認証を取得することに熱心であ
る。」とのコメントがあった。このため、日本の輸出業者にとって、インドネシアにソースや調味料を輸出
する前にハラール認証を取得することは韓国等他国製品と競争する上でも重要である。これは、ホレ
カ業界だけでなく、インドネシア一般家庭への浸透にも良い影響を与えると考えられる。 
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（２）ソース・混合調味料に分類される主な HS コードは 8 つであるが、そのうち「その他」に分類される
ものを除き、2021年の輸入金額規模が大きく、かつ、日本からの輸入額も大きかったものは、以下
２つであった。 

（３）チリソース及びフィッシュソース以外のソースの輸入：HS 2103.90.13 

2021年、インドネシアは、マレーシア、タイ、韓国、日本、フィリピンからこのカテゴリーに該当する製
品を輸入し、その総額は 2,768万米ドルであった。最大の供給国はマレーシア（金額シェア
44.7％）であり、次いでタイ（同 20.5％）となっている。日本は、韓国と同じく 5.4%の同額シェア
を占めている。 

（４）醤油の輸入：HS 2103.10 

2021年、インドネシアは 1,780万米ドル相当の醤油を輸入し、2020年の 1,565万米ドルか
ら増加した。主な供給国は、金額ベースで、台湾が 48.8％、中国が 26.5％、シンガポールが
15.5％となっている。日本はインドネシアの醤油市場で 4％のシェアを持ち、2021年の輸入額は
75万米ドルである。インドネシアは 2017年から 2021年に年平均成長率 4%で醤油を輸入して
いる。中国は、2017年の 42.3%から 2021年には 26.5%に輸入シェアを落とし、輸入シェアの
年平均成長率は同期間中に 11%減少している。これは主に、中国が自給自足と食料安全保障
に重点を置いていることに起因している。中国は最大の大豆生産国の 1 つであるが（醤油の原料と
なる）大豆の大規模輸入国でもある。米国との貿易戦争では、中国の外国産大豆への依存が弱
点とされ、中国は、この製品の自給自足を促進するため、国内生産を増やすことに固執している。  

2.10.4 ターゲット顧客戦略 

（１）ターゲット顧客は在インドネシアの日本人、中国人、韓国人や日本食を家庭で作る中・高所得層
のインドネシア人である。 

（２）また、業務用として大都市の高級日本食レストラン等も重要なターゲット顧客と考えられる。 

2.10.5 プロダクト戦略 

インドネシアのソース・調味料販売会社の営業担当者は、「日本製品のすべてがハラール認証を取得
しているわけではないので、ハラール認証を取得している在インドネシアの日系チェーン店への販売は難し
い。」とコメントしており、業務用のソース・混合調味料等も 2024年 10月以降はハラール認証を受け
る必要がある。 

2.10.6 価格戦略 

日本産のソース・混合調味料等は高価格に見合った味など品質で差異化すべきである。 

2.10.7 流通戦略 

日本産のソース・混合調味料等のターゲット顧客である在インドネシアの日本人、中国人、韓国人
や日本食を家庭で作る中・高所得層のインドネシア人をより取り込むためには、中・高級スーパーや輸
入食品店などに流通するとともに、業務用として大都市の高級日本食レストラン等向けに流通する必
要があり、そのような流通チャネルに強い輸入業者・卸業者と協業する必要がある。そのためには流通業
者向けの展示会への出展やマーケティング支援などを実施する必要がある。 
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2.10.8 販促戦略 

消費者に日本産ソース・混合調味料等の味を知っていただくため、プレミアムスーパーなどの店頭での
試食販売支援などが必要である。 

2.10.9 輸出金額拡大ポテンシャル 

（１）ソース・混合調味料等は料理に不可欠なものであるので、人口の伸び等に比例して堅調な市場
規模の伸びが期待できる。 

（２）輸入市場規模の大きい 2 つの HS コードの製品（HS 2103.90.13、HS 2103.10）に関し
て、日本産ソース・混合調味料等の輸出促進により、仮に 2021年輸入金額ベースで輸入市場シ
ェアを 3％ポイント獲得できた場合、 

・HS 2103.90.13は年間 232.5万米ドル（1 ドル 130円換算で 3.0億円）、 

・HS 2103.10は年間 124.6万米ドル（1 ドル 130円換算で 1.6億円）で、 

合計年間 357.1万米ドル（1 ドル 130円換算で 4.6億円）となる。 
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3.0 市場参入のための主な提言 
インドネシアへの輸出を検討している日本の輸出業者にとって、重要なポイントは以下のとおりと考える。 

（１）流通業者との連携 

① 信頼と親近感、そして長期的な関係を築くために、インドネシアの輸入業者と関わることが重要
である。ここでは、日本の輸出業者がインドネシアの流通業者と協業するためのヒントを紹介する。 

ア) インドネシアで代理店と定期的に顔を合わせることで、日本の輸出業者が市場開拓に取り
組む姿勢が伝わり、代理店にとっても自社製品をより積極的に市場に投入する動機付けと
なる。 

イ) 広告販促キャンペーンで流通業者をサポートすることは、インドネシアでブランドの認知度を
高める最も有効な方法である。サポートは以下のような形態が考えられる。 

a. マーケティング・販促資料及び費用（販促資料は、店頭販売員が理解し説明できる
もの） 

b. 店頭での販売員やブランドアンバサダー（ブランドの顔として商品を宣伝する人）への
資金援助 

c. クッキングショー、試食会、サンプリングイベント（試供品の配布）の開催 

d. デジタルマーケティング支援（オンラインレビュー、地元民向けに適したウェブサイトとソー
シャルメディアの存在感の構築） 

e. 主要展示会への出展 

f. 市場啓蒙活動 

② マーケティング予算が限られている企業にとって、最もシンプルな戦略は、市場参入の初期段階
でのディスカウントの提供かもしれない。 

（２）ターゲットとする主要都市 
① ジャカルタは、スラバヤ、メダン、バンドンと比較すると最も人口が多く、異なる民族のインドネシア

人と世界各国からの外国人が混在し、収入及び支出の額が共に大きいことから、市場参入に
最適な場所であると言える。 

② スラバヤはインドネシア東部のハブとして、メダンはスマトラ島のハブとして、それぞれの地域のビジネ
スセンターとして機能しているため、同様にチャンスがある。 

③ 一方、バンドンはジャワ島を代表する観光地であり、週末は、食事や買い物に訪れる人が多い。 

 

（３）小売店との連携 
① 既存の流通業者は、すでに食料品小売店との強いコネクションを持っており、日本産品の店頭

販売支援は可と思われる。しかし、日本の輸出業者は、自社製品が流通業者と繋がりのある
小売チャネルがターゲットとする顧客層と合致するかどうかを検討することが有益である。 
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② 流通業者は、先述の果物や肉の専門店に加えて、ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤでは、
以下のような主要な高級小売店と関係を構築することも有効と考えられる。  

【表 13：ジャカルタ、バンドン、メダン、スラバヤの主要小売店】 

ジャカルタ バンドン メダン スラバヤ 

Ranch Market 

FoodHall 

Papaya 

Grand Lucky 

Farmer Market 

LotteMart 

Kemchick 

Papaya 

Setiabudhi 
Supermarket 

LotteMart 

 

Farmer Market 
Brastagi 
Supermarket 

 

Ranch Market 

Papaya 

Farmer Market 

Hoky Supermarket 

 

 

③ インドネシアでは、最初に製品サンプルを受け取り、製品が外観、味、パッケージの面で消費者に
受け入れられるかどうか検討することを求める小売業者もあれば、製品画像、説明、価格情報
が記載されたカタログを要求する小売業者もあることに留意する必要がある。その他、現地での
販売促進において、輸出業者側からの補助的な説明を求める小売業者もある。 

 

（４）製品デモンストレーション 

① インドネシア人は食を愛し、新しい食べ物やレシピを試したがる傾向がある。そのため、店頭やイン
ターネット上で商品のサンプリングや料理の実演を行うことにより、高い興味と関心を持たせること
ができる。 

② また、日本製品の使い方を視覚的に体験できる機会を設けることは、販促キャンペーンを展開す
る上で有効な手法である。 

 

（５）販売促進活動 

① 消費者に小売店での商品購入を促すためには、当該商品の販売促進活動が重要である。イン
ドネシアの小売業では、（1）店頭で試食を行う「インストア販売促進活動」、（2）特売の果
物や新製品を購入すると割引を行う「ディスカウント販売促進活動」、（3）特定のクレジットカ
ードで決済するとさらに割引を行う「クレジットカード販売促進活動」が代表的な販売促進活動
である。 

② 輸入プレミアム商品の販売は、時に価格に敏感な中所得者層を惹きつけることができる。ある高
級スーパーのマーケティング担当者はインタビューで、「当社は、毎月、ジャパンフェア、タイフェア、
オーストラリアフェア、米国フェアなど、特定の国をテーマにしたイベントを計画し、団体や機関、大
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使館などの協力を得て、経費を負担してもらうこともある。しかし、ジャパンフェアについては、日本
政府や団体等からの支援を受けていない。」と述べていた。  

③ 日本の輸出業者は、マーケティングや販売促進の費用を負担することで、輸入業者、販売業者
及び小売業者による販売促進・イベントの開催を支援することができる。   

 

（６）日本食レストランとの連携  

① インドネシアでは日本食の人気が高く、ジャカルタ市内だけでも数百の日本食レストランがあり、そ
れぞれがターゲットとする市場に応じて、コンセプトや日本のデザイン、料理の解釈などを変えて提
供している。 

② 日本食レストランは、東洋と西洋の料理をミックスしたフュージョンコンセプトや食べ放題のビュッフェ
から、本格的な日本食を体験できるレストランまで多岐にわたる。 

③ これらのレストランの多くは、大都市の中心部にある高級ショッピングモールに出店していることが
多く、日本からの高品質な輸入品を使用することが多いので、日本の輸出業者にとっては重要
なターゲットとなる。 

 

（７）電子商取引 

① インドネシアでは、インターネットやスマートフォンの普及が進み、オンライン取引に対する信頼が高
まっていることから、e コマースが拡大している。インドネシアの人々は、特に新型コロナの大流行
時に、自宅にいながら買い物ができる利便性を実感し、また、e コマースプラットフォームにおける
幅広い商品セレクションと競争力のある価格設定を評価するようになった。 

② 日本の輸出業者は、e コマースの経験がある流通業者を選ぶべきである。オンライン購入は、より
多くのプレーヤーが参加することで、今後も成長し続けると考えられる。WhatsApp や
Instagram を中心としたソーシャルメディアによるコミュニティ・グループ購入（まとめ買いによ

り低価格で購入する仕組み）も、パンデミック時に出現したトレンドで、今後も続くと思われる。 

 

（８）輸入規制の状況 

① インドネシアでは、特に肉類やパッケージ食品において、ハラール認証は非常に重要な要素となっ
ている。 

② ただし、一部の高所得者層ではハラール認証への意識が低く、また、ジャカルタやスラバヤなどの
都市部は保守的でなく、国際観光やビジネスに対してオープンということもあり、地域によってハラ
ールへの意識が異なる場合があることに留意する必要がある。 

③ また、日本の輸出業者は、インドネシアに輸出する前に製品登録の要件や、製品の輸入推薦
や輸入許可の要件を確実に遵守する必要がある。 
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（９）日本産に対する評価（認知）の活用 

① 競争が激化しているにもかかわらず、日本製品は、高い品質基準を満たすために厳格なチェック
を受け、高品質であるという強い評価を受けている。 

② インタビューによると、ほとんどの流通業者や小売業者は、日本製品は高価格・高級品であり、
高級スーパーで売られ、季節ごとに販売されていると認識しているという。 

③ あるプレミアムスーパーのマーケティング担当者は、「日本産食品は非常に高価であるため、インド
ネシアではある意味非常にニッチな市場であり、日本産食品を購入する顧客は既にその存在を
知っている。」と述べている。  

④ したがって、スーパープレミアムと表示された製品は、ジャカルタやスラバヤの高所得者層に受けが
よく、輸入業者はこれら都市で製品を販売する際は、「プレミアム」又は「ブランド」の品質を強調
する表現に焦点を当てることを考慮する必要がある。 

 

（１０）中所得層に向けた訴求 

① 流通業者や小売業者への聞き取り調査によると、中・高所得者層の消費者の多くは、輸入果
物や輸入牛肉など、新鮮で高品質な輸入品を好むと回答している。これら消費者は、価格より
も品質を選好する。   

② しかし、中所得者層は、果物や牛肉に関しては、時に価格に敏感になることがある。特に、インフ
レで食料品の価格が高騰している現在、消費者は同じ品質の商品でも価格を比較して購入を
決めることがある。  

③ 流通業者や小売業者は、日本の輸出業者が、日本では中級レベルとされる製品を提供し、製
品の位置付け、価格設定、マーケティング、販売促進活動の面でより積極的に取組むことにより、
他国産との競争において、中間所得者層でより多くのシェアを獲得できる可能性があると感じて
いる。 

 

（１１）健康志向 

① インドネシアの消費者は、さまざまな食品に関連する健康上の利点を認識するようになり、品質
や健康に対してより多くのお金を費やすようになっている。 

② インドネシアでは慢性疾患の割合が増加している中、健康管理に対する関心が高まっていること
から、健康に役立つと認識されている製品は、今後ますます需要が伸びると予想されている。イン
ドネシアを対象とする輸出業者は、健康的なライフスタイルの一環として果物やタンパク質を取る
ことは、健康的な体重を維持することにつながり、製品が健康や健康的生活をサポートするとい
うメッセージを消費者に伝える必要がある。 
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（１２）地元化 

① インドネシアでは、郷土料理や郷土の味を好む人が多い。 

② そこで日本の輸出業者は、日本製のソースや調味料を現地の料理に合わせたり、現地の味覚
に合うような味付けをしたりすることが考えられる。 

③ 日本のソースとインドネシアの味を融合させた料理は、インドネシアの消費者とより良い関係を築
くことができると考えられる。 

④ インドネシアの消費者に長期的に受け入れられるためには、インドネシア独自の料理に合った食
品（製品）と認識される必要がある。 

 

（１３）現地語 

① インドネシアの公用語はバハサ・インドネシア語で、ほとんどの国民がこの言語を使用している。 

② 英語は学校で教えられているが、地域社会で広く使われているわけではない。 

③ 英語は主要言語でないため、インドネシア語の情報を取り入れることで、すべての消費者が製品
とそのメッセージを理解できるようにすることが重要である。 
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【参考】 

日本産農林水産物・食品の輸出額５兆円達成に向けたインドネシアのポテンシャルについて 
 
（１）インドネシアの年齢階層別人口の推移と予測 

 
国際連合の人口予測によると、インドネシアは 2035年には人口が 3億人に達し、7割弱の労働
生産人口（15歳~65歳）を有する国になると予測されている。 

図１：インドネシアの年齢層別人口の推移と予測 

 
 
  

https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2017/06/report_170613.pdf
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（２）インドネシアにおける一人当たりの GDP推移予測 
 

インドネシアにおける一人当たりの GDPは、2020年の 4,000 ドルから 2045年には 1万 8,000
ドルを超えるものと予測されている。 
図２：インドネシアにおける一人当たりの GDP推移予測

 
出典：インドネシア～悠久の可能性を持つ国 在インドネシア日本大使館二等書記官 籠島敬幸 ファイナンス 2021年

4月号 
  

https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2017/06/report_170613.pdf
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（３）予測 GDPの世界順位 
 
PwC によると、インドネシアは 2050年には世界 4位の GDP になるものと予測されている。 
図３：予測 GDPの世界順位

 
（注）PPP：purchasing power parity   

購買力平価：一定の種類と量の財・サービスを購買するために各国の通貨がどのくらい必要かのレートで換算したもの 
出典： https://www.pwc.com/jp/ja/press-room/world-in-2050-170213.html 

  

https://digitalgojp.sharepoint.com/sites/MAFF_FS00016/Lib0003/04_%E6%9D%B1%E5%8D%97%E3%82%A2%E3%82%B8%E3%82%A2/68_R4%20%E5%B0%BC%E6%97%A5%E6%9C%AC%E7%94%A3%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E7%89%A9%E3%83%BB%E9%A3%9F%E5%93%81%E5%B8%82%E5%A0%B4%E5%8F%82%E5%85%A5%EF%BC%88%E6%8B%A1%E5%A4%A7%EF%BC%89%E5%8F%AF%E8%83%BD%E6%80%A7%E8%AA%BF%E6%9F%BB/230227%20%E5%B8%82%E5%A0%B4%E5%8F%82%E5%85%A5%E3%81%82%E3%82%8A%E6%96%B9%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E3%83%BB%E6%88%A6%E7%95%A5%E6%A1%88%E7%AD%96%E5%AE%9A/%E5%87%BA%E5%85%B8%EF%BC%9A%E3%80%80
https://www.pwc.com/jp/ja/press-room/world-in-2050-170213.html
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（４）インドネシアの世帯所得の推移 
 

インドネシアにおける中間所得層は、2020年の 30.1％から 2020年には 70.3%と拡大してい
る。 
図４：インドネシアの世帯所得 

 
出典：経済産業省「医療国際展開カントリーレポート インドネシア編」 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/iryou/downloadfiles/pdf/countryreport_Indonesia.pdf
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